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(57)【要約】
第二高調波発生（ＳＨＧ）は、積層半導体構造の表面な
どの表面を調べるために使用できる。ＳＨＧに基づく試
料調査システムは、一度でＳＨＧ信号の異なる偏光成分
を同時に収集し、異なる種類の情報を提供する可能性が
ある。ＳＨＧ撮像システムにより、試料の広範囲にわた
るＳＨＧ画像またはＳＨＧ信号の分布マップを提供でき
る。そのようなＳＨＧ撮像システムには、複数のビーム
および複数の検出器を採用し、試料の一領域にわたるＳ
ＨＧ信号を補足するものがある。ＳＨＧ撮像システムに
は、結像光学系を採用して、試料を検出器配列に画像化
しＳＨＧ画像を形成するものがある。
【選択図】図２３
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　第二高調波発生を使用して試料を特性評価するためのシステムであって、
　試料を支持するように構成された試料ホルダーと、
　第二高調波発生を生成するため前記試料に光ビームを向けるように構成された光源と、
　前記試料からの第二高調波発生光を受けるように構成された、第１および第２の検出器
を備える光学的検出システムと、
　前記試料からの第二高調波発生光を受けるため、前記試料および前記光学的検出システ
ム間の光路に配置され、第１および第２の偏光成分を分離し前記第１および第２の検出器
にそれぞれ向ける偏光ビームスプリッタと、
　前記第１および第２の検出器から前記受けた第１および第２の偏光成分に基づく信号を
受けるように構成された電子機器と、を含む試料特性評価システム。
【請求項２】
　前記第１および第２の偏光成分は、直交偏光状態を含む、請求項１に記載のシステム。
【請求項３】
　前記第１および第２の偏光成分は、異なる偏光方向を向いた直線偏光の光を含む、請求
項１または２に記載のシステム。
【請求項４】
　前記第１および第２の偏光成分は、それぞれｓおよびｐ偏光である、請求項１～３のい
ずれか１項に記載のシステム。
【請求項５】
　前記偏光ビームスプリッタは、偏光ビームスプリッタキューブを含む、請求項１～４の
いずれか１項に記載のシステム。
【請求項６】
　前記光源および前記試料間の光路に配置され、偏光された光を前記試料に向ける偏光子
をさらに含む、請求項１～５のいずれか１項に記載のシステム。
【請求項７】
　前記光源および前記試料間の前記光路に配置された前記偏光子は、直線偏光子を含む、
請求項６に記載のシステム。
【請求項８】
　前記光源および前記試料間に配置され、前記光源からの光を前記試料上に集束させる集
束レンズをさらに備える、請求項１～７のいずれか１項に記載のシステム。
【請求項９】
　前記試料および前記偏光ビームスプリッタ間に配置され、前記試料からの第二高調波発
生光を平行化するコリメートレンズをさらに含む、請求項１～８のいずれか１項に記載の
システム。
【請求項１０】
　前記試料ホルダーは並進ステージを含む、請求項１～９のいずれか１項に記載のシステ
ム。
【請求項１１】
　第二高調波発生を使用して試料を特性評価するためのシステムであって、
　試料を支持するように構成された試料ホルダーと、
　第二高調波発生を生成するため光ビームを前記試料に向けるように構成された光源と、
　前記光源および前記試料間の光路に配置され、前記光源からの前記光を複数のビームに
分離し前記試料上の複数の位置に一度に入射させて、前記複数のビームは複数の第二高調
波発生信号を生成するように構成されたビームスプリッタと、
　前記試料からの第二高調波発生光を受けるように構成され、前記ビームスプリッタから
の前記複数のビームが生成するＳＨＧ信号のそれぞれを各個に向けるように構成された、
複数の検出器を備える光学的検出システムと、
　前記複数の検出器から信号を受けるように構成された処理電子機器と、を備える試料評
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価システム。
【請求項１２】
　前記ビームスプリッタは、一つのビームを受け、前記ビームを複数のビームに分割する
ように構成された回折ビームスプリッタを含む、請求項１１に記載のシステム。
【請求項１３】
　前記ビームスプリッタは、一つのビームを受け、前記ビームを複数のビームに分割する
ように構成された音響光学変調器を含む、請求項１１～１２のいずれか１項に記載のシス
テム。
【請求項１４】
　前記ビームスプリッタは、入力ビームを前記試料に向けられる少なくとも三つの出力ビ
ームに分離するように構成される、請求項１１～１３のいずれか１項に記載のシステム。
【請求項１５】
　前記ビームスプリッタは、入力ビームを前記試料に向けられる少なくとも五つの出力ビ
ームに分離するように構成される、請求項１１～１４のいずれか１項に記載のシステム。
【請求項１６】
　前記ビームスプリッタは、入力ビームを前記試料に向けられる少なくとも十個の出力ビ
ームに分離するように構成される、請求項１１～１５のいずれか１項に記載のシステム。
【請求項１７】
　前記複数の検出器は、三つの検出器を含む、請求項１１～１６のいずれか１項に記載の
システム。
【請求項１８】
　前記複数の検出器は、五つの検出器を含む、請求項１１～１７のいずれか１項に記載の
システム。
【請求項１９】
　前記複数の検出器は、十個の検出器を含む、請求項１１～１８のいずれか１項に記載の
システム。
【請求項２０】
　前記ビームスプリッタおよび前記試料間の光路に二色性反射器をさらに備え、前記試料
から前記ＳＨＧ信号を受け、前記複数の検出器の各個に前記ＳＨＧ信号を向ける、請求項
１１～１９のいずれか１項に記載のシステム。
【請求項２１】
　前記試料ホルダーは、並進ステージを含む、請求項１１～２０のいずれか１項に記載の
システム。
【請求項２２】
　前記複数のビームをスキャンするように構成されたビームスキャンシステムをさらに含
む、請求項１１～２１のいずれか１項に記載のシステム。
【請求項２３】
　前記試料からの第二高調波発生光を受けるように配置された少なくとも一つの偏光ビー
ムスプリッタをさらに備え、前記少なくとも一つの偏光ビームスプリッタは、光を第１お
よび第２の偏光成分に分離し、前記第１および第２の偏光成分をそれぞれ第１および第２
の検出器に向けるように構成された、請求項１１～２２のいずれか１項に記載のシステム
。
【請求項２４】
　前記試料からの第二高調波発生光を受けるように配置された複数の偏光ビームスプリッ
タをさらに備え、前記複数の偏光ビームスプリッタは、光を第１および第２の偏光成分に
分離し、前記第１および第２の偏光成分をそれぞれ第１および第２の検出器に向けるよう
に構成された、請求項１１～２３のいずれか１項に記載のシステム。
【請求項２５】
　前記第１および第２の偏光成分は、それぞれｓおよびｐ偏光である、請求項２３または
２４に記載のシステム。
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【請求項２６】
　第二高調波発生を使用して試料を特性評価するためのシステムであって、
　試料を支持するように構成された試料ホルダーと、
　第二高調波発生を生成するため光ビームを前記試料に向けるように構成された光源と、
　前記試料からの第二高調波発生光を受けるように構成された、少なくとも一つの検出器
配列を備える光学的検出システムと、
　前記試料からの第二高調波発生光を前記検出器配列上に投影するように構成された投影
光学系と、
　前記検出器配列から信号を受けるように構成された処理電子機器と、を備える試料評価
システム。
【請求項２７】
　前記検出器配列は、二次元配列を含む、請求項２６に記載のシステム。
【請求項２８】
　前記検出器配列は、ＣＣＤ配列を含む、請求項２６～２７のいずれか１項に記載のシス
テム。
【請求項２９】
　前記検出器配列は、時間依存積分装置を含む、請求項２６～２８のいずれか１項に記載
のシステム。
【請求項３０】
　前記投影光学系は、前記試料を前記検出器配列上に画像化するように構成される、請求
項２６～２９のいずれか１項に記載のシステム。
【請求項３１】
　前記投影光学系は、結像レンズを含み、前記検出器配列は、前記試料の共役像面に配置
される、請求項２６～３０のいずれか１項に記載のシステム。
【請求項３２】
　前記光源からの光を前記試料上に集束させるように構成された集束レンズをさらに備え
る、請求項２６～３１のいずれか１項に記載のシステム。
【請求項３３】
　前記光源および前記検出器配列に関して前記試料を並進させるように構成された並進ス
テージをさらに備える、請求項２６～３２のいずれか１項に記載のシステム。
【請求項３４】
　前記並進ステージは、ｘ－ｙ並進ステージを含む、請求項３３に記載のシステム。
【請求項３５】
　前記試料からの第二高調波発生光を受けるように配置された、少なくとも一つの偏光ビ
ームスプリッタをさらに備え、前記少なくとも一つの偏光ビームスプリッタは、光を第１
および第２の偏光成分に分離し、前記第１および第２の偏光成分をそれぞれ第１および第
２の検出器配列に向けるように構成された、請求項２６～３４のいずれか１項に記載のシ
ステム。
【請求項３６】
　前記第１および第２の偏光成分は、それぞれｓ偏光およびｐ偏光である、請求項３５に
記載のシステム。

 
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　（関連する出願への相互参照）
　本出願は、３５　ＵＳＣ　§１１９（ｅ）の優先権の利益に基づいて、２０１８年５月
１５日出願の米国仮特許出願第６２／６７１６１６号「第二高調波発生（ＳＨＧ）撮像に
基づく光学的検査システムの設計」および２０１８年５月１５日出願の米国仮出願第６２
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／６７１６１１号「ハイブリッド偏光光第二高調波発生のためのシステム設計」の全体を
参照により援用する。
【０００２】
　本出願の対象は、第二高調波発生（ＳＨＧ）に基づくウエハ検査、半導体計測学、物質
特性評価、表面特性評価および／または界面分析のためのシステムに関する。
【背景技術】
【０００３】
　非線形光学において、光ビーム入力は、それらの入力の和、差、または高調波周波数と
して出力される。第二高調波発生（ＳＨＧ）は、光がある角度で入射光源の光ビームの二
倍の周波数でもって物質から放出される非線形効果である。このプロセスは、入射放射の
エネルギーＥの二つの光子を組み合わせて、エネルギー２Ｅの単一の光子を生成する（つ
まり、周波数が２倍（２ω）または波長が半分の光を生成する）ものと見なすことができ
る。
【０００４】
　ＳＨＧ技術を使用した科学的研究の調査は、Ｔ．Ｆ．ハインツ等著、「半導体表面から
の光第二高調波発生」、レーザ研究の進歩ＩＩＩ（Ａ．Ｃ．タム、Ｊ．Ｌ．コール、Ｗ．
Ｃ．スチュワレー編、米国物理学会、ニューヨーク、１９８８）所収、ｐ．４５２によっ
て提供された。そこに見られるように、ＳＨＧプロセスは、対称中心を示す物質（つまり
、反転または中心対称物質）のバルク内では発生しない。これらの物質の場合、ＳＨＧプ
ロセスは、バルク物質の反転対称性が破られている表面および／または界面でのみ認識で
きる。そのため、ＳＨＧプロセスは、表面および界面の特性に対して独自の感度を提供す
る。
【０００５】
　同様の理解について、ＳＨＧ効果が、ハインツ等の米国特許第５２９４２８９号明細書
に記載されている。ダウナー等の米国特許第５５５７４０９号、ハントの米国特許第６７
９５１７５号、第６７８１６８６号、第６７８８４０５号、第６８１９８４４号、第６８
８２４１４号、および第７３０４３０５号、トーク等の第６８５６１５９号、アレス等の
第７１５８２８４号明細書のそれぞれは、また、採用する可能性のある他の手法または「
ツール」について説明する。しかし、これらの特許の教示によっても、半導体製造および
計測用の確立した技術として、ＳＨＧを採用する際の主な障害のいくつかは克服されない
ように思える。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００６】
【特許文献１】米国特許第５２９４２８９号明細書
【特許文献２】米国特許第５５５７４０９号明細書
【特許文献３】米国特許第６７９５１７５号明細書
【特許文献４】米国特許第６７８１６８６号明細書
【特許文献５】米国特許第６７８８４０５号明細書
【特許文献６】米国特許第６８１９８４４号明細書
【特許文献７】米国特許第６８８２４１４号明細書
【特許文献８】米国特許第７３０４３０５号明細書
【特許文献９】米国特許第６８５６１５９号明細書
【特許文献１０】米国特許第７１５８２８４号明細書
【非特許文献】
【０００７】
【非特許文献１】Ｔ．Ｆ．ハインツ等著、「半導体表面からの光第二高調波発生」、レー
ザ研究の進歩ＩＩＩ（Ａ．Ｃ．タム、Ｊ．Ｌ．コール、Ｗ．Ｃ．スチュワレー編、米国物
理学会、ニューヨーク、１９８８）所収、ｐ．４５２
【発明の概要】
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【０００８】
　（第Ｉ部）
　半導体基板層内の電子が、和の周波数発生（ＳＦＧ）のための異なる電力特性を有する
各ポンプ光源およびプローブ光源によって種々に励起されるＳＨＧ計測ツールについて記
載する（例えば、通常はＳＨＧ）。そのような手法について、積層半導体装置テンプレー
トにおける異種界面に電位差を誘導して「ポンプ」として動作する「追加の」集積光源（
例えば、紫外線フラッシュランプまたはレーザ）を、「プローブ」光源として動作する短
パルスまたは超短パルスレーザ（例えば、フェムト秒固体レーザ）とともに備える、計測
特性評価ツールを提供する。効用は、単一のレーザＳＨＧ、もしくは二重または複数のレ
ーザＳＦＧシステムからはっきり区別されるように、異なる目的のための二つの異なる源
を一斉にまたは互いに連動させて（後述する、様々な時間オフセットおよび／または可変
ポンプエネルギー方法を介して）使用することから生じる。
【０００９】
　一方法では、ポンプについて、いくつかの物質の総特性評価時間を低減することを可能
にする前励起または予備励起光源として使用する。そのような多くの実装では、時間依存
電場を、プローブ／プローブレーザによって一次生成していない。この方法の一変形では
、ポンプにより、ウエハ全体をＵＶで照らし、次いでプローブレーザを使って、そのウエ
ハ全体もしくは一部について一点当たり最小プローブ時間を費やしながらラスターするか
、またはそうでなければスキャンする（例えば、ハードウェアがレーザを動かせる速度で
スキャンする）。この点に関する選択肢には、ウエハ移動により、（スキャン）列に沿っ
たステップで、行ごとにスキャンを行うことが含まれる。別の手法では、ウエハを半径に
沿って回転させスキャンすることもできる。
【００１０】
　別の変形例では、ポンプは、物質界面の試料位置における高速な充電を引き起こし、続
いて、高速遮断および／または光学遅延方法に関係するプローブによる充電界面の減衰の
観測を行う。その方法については、２０１４年４月１７日出願の米国仮出願第６１／９８
０８６０号明細書「ウエハ計測技術」の第ＩＩ節「電荷減衰測定のシステムおよび方法」
に詳述されている。それらとは関係なく、様々な実施形態において、予備励起するための
ポンプ使用の意図は、例えば、界面に影響を与えるのに十分な量の電荷キャリアを誘電体
中に注入することである。
【００１１】
　別の方法では、ポンプレーザは、既にプローブレーザによって試料位置で生成されたＳ
ＨＧ信号に影響を及ぼす後励起または励起後光源として使用される。さらに別の方法では
、プローブのポンプ前およびポンプ後のレーザエネルギー適用によって生成されたＳＨＧ
信号の比較／コントラストを使用する。試料をプローブし、ポンプする前にＳＨＧ応答を
測定し、次にポンプ光源からの放射を適用し、その後、再プローブすることにより、ポン
プ前後のＳＨＧ応答の差を使用して、誘電体物質のトラップ密度などのさらなる物質特性
を決定できる。
【００１２】
　本明細書で論じた、様々な方法において、タイミング差（すなわち、プローブレーザ使
用に対してポンプ源が予備および／または励起後かによる）を使用して、物質界面につい
てのさらなる情報を表す調査曲線を集めることができる。
【００１３】
　様々な方法において、ポンプおよびプローブ光源は同時に使用され、それらの組み合わ
せは、注入キャリアエネルギーしきい値を決定するためのＳＨＧ信号を提供するために使
用される。具体的には、プローブレーザでプローブしている間、調整可能なポンプレーザ
の周波数を上昇させる。特定の周波数で、ＳＨＧ信号は変曲点（または不連続の領域）を
示す。変曲点（または不連続の領域）でのポンプレーザ周波数に対応する値は、注入キャ
リアエネルギーしきい値に関連付けることができる。
【００１４】
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　対象のポンプおよびプローブシステムの種々の実施形態によって、特定のハードウェア
に基づく利点の可能性も提供する。ポンプがフラッシュランプの例では、極めて妥当なコ
スト削減を、二レーザシステムに対して達成することができる。フラッシュランプまたは
第２のレーザを提供するかどうかにかかわらず、本明細書で企図するポンプおよびプロー
ブの組み合わせにより、また、調査すべき基板への光学的損傷のリスクを低減することが
できる。平均電力しきい値を超える強すぎる照射は、誘電体および基板さえも劣化させる
からである。基板に光学的損傷を引き起こす平均電力しきい値は、実験的な較正調査によ
って決定できる。
【００１５】
　対象のハードウェアに関連して後者の可能性を理解するため、いくつかの背景を提供す
る。すなわち、ポンプおよびプローブエネルギーにより、単独で、そのようなハードウエ
ハを用いてＳＨＧ信号を生成することができる。ポンプおよびプローブ源は、ＳＨＧ信号
を生成するために連動して動作する必要はなく、ポンプは、一般に、埋め込まれた界面Ｓ
ＨＧを適切に駆動するためのピーク電力を持っていないので、関連する物質特性は、主に
、プローブによって生成されるＳＨＧ信号強度により対象の方法から導出される。時間依
存のＳＨＧ強度曲線は、例えば誘電体および基板間などの界面全体の電荷キャリアの分布
に基づいて変化する。例えば、誘電体および半導体基板間の界面全体のキャリアの注入に
要する時間は、試料上に向けられた平均電力に依存する。いくつかの実装形態では、プロ
ーブだけで、誘電体および基板間の界面全体のキャリアの注入を可能にできる。そのよう
な実装では、ピーク電力から平均電力を切り離すことができないので、物質の光学的損傷
しきい値を超えることなく、誘電体および基板間の界面全体のキャリアの注入が可能な目
標平均電力に達する時間は、ポンプおよびプローブの組み合わせを使用する実装時よりも
大きい可能性がある。平均電力は高いがピーク電力は低い光源を、プローブ前の誘電体お
よび基板間の界面全体のキャリアを注入するポンプとして使用することにより、平均電力
を増加するための時間が、平均電力での高いピーク電力が誘発する可能性のある潜在的な
損傷の複雑化なく、節約できる。
【００１６】
　したがって、対象のプローブは、ポンプに比べて、通常、低い平均電力を有する、より
高いピーク電力源である。別の言い方をすれば、プローブレーザは、通常、相対的に非常
に弱い。一態様では、これにより、基板界面に存在する固有電場への擾乱を最小限に抑え
て、初期の時間非依存信号を生成することができる。
【００１７】
　より高い平均電力だが、低いピーク電力のポンプにより、電荷キャリアを物質の界面ま
たは界面全体のエネルギーレベルにまでジャンプさせることにより、電場（Ｅ）を誘導す
る。相対的に高い平均電力源をポンプとして使用し、かつ利用可能なすべての電子に少な
くとも誘電体にジャンプするのに十分なエネルギーを与えることによって、界面を高速に
「充電する」ことにより、高いピーク電力（高ＳＨＧ変換レートを提供する）だが、低い
平均電力（パルス持続時間が短く、そのようなパルスの数が限られているため）のプロー
ブレーザで表面を高速に調査し、時間非依存のＳＨＧ信号データを提供できる状況が作ら
れる。
【００１８】
　したがって、本明細書で記載する様々な実施形態において、プローブレーザにより電子
をより高いエネルギーレベルまたは界面を横切って移動させるために必要な時間の減少が
達成でき、それにより定常ＳＨＧ信号および／または電荷キャリア時間動態測定をより迅
速に評価できるようになる。この手法によりまた、ＳＨＧプローブの効果について、それ
自体が基板界面の電場に与える影響から分離できる。また、ＳＨＧプロセスの時間依存性
を高速化または無視できるようになるだけでなく、プローブビームから取得した信号の少
なくとも一部の時間非依存のＳＨＧデータをより高速に取得できるようになる。同様に、
別の観点では、界面（例えば、半導体および誘電体間の界面）へのキャリア注入のエネル
ギーしきい値のより速いかつ／またはより正確な決定、ならびにラインツール環境におい
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てより速いスループットが可能になる。状況がどうであれ、提供される利用可能な時間短
縮により、半導体業界のあらゆる種類のインライン計測ツールでの高スループットテスト
を有利に促進できる。一例として、１０ｎｍのＳｉｌｉｃｏｎ　ｏｎ　Ｉｎｓｕｌａｔｏ
ｒの２５ｎｍ　埋め込み酸化物層を含む装置（１０ｎｍの装置層／２５ｎｍのＢＯＸ　Ｓ
ＯＩ）に関して、ＳＨＧ技術の既存アプリケーションを使用した時間依存曲線を作成する
と、１点ごとに６～１２以上秒を要する。本明細書に記載するような予備励起を使用する
と、時間依存性を１秒未満で生成することができ、物質およびポンプ／プローブ電力を同
一にできる。この進歩により、ライン上で利用可能な時間／ウエハが与えられた場合、ウ
エハ上で１０倍以上の表面積がカバー可能になるか、または１０％の時間で同等の信頼性
が可能になる。そして、この種の数値は、物質、層の厚さ、具体的なポンプ／プローブの
電力および波長によって異なるものの、啓発的である。
【００１９】
　本発明の実施形態は、本明細書に記載した手法に関連した方法、その方法を実行するた
めのハードウェア、そのハードウェアおよび製品（プロダクト・バイ・プロセスを含む）
を組み込んだ生産システムを、それぞれ含む。
【００２０】
　（第ＩＩ部）
　現在まで、ＳＨＧベースの計測ツールの採用は限られてきた。この事実は、既存のシス
テムが検出された界面特性を区別できないことに起因すると考えられる。言い換えれば、
既存のＳＨＧ技術では、界面の電気的に活性な異常の位置および存在を決定する手段は提
供されるが、それらの方法は相対的な測定に依拠し、電気的に活性な異常の種類（例えば
、結合欠損に対する銅などの吸着された汚染物質）を解析し、かつ／または検出された汚
染物質を定量化することは実際には不可能である。
【００２１】
　しかしながら、本対象のシステムおよび方法により、このような活性のために必要な決
定を行うための定量的情報を捕捉することが種々可能となる。これらのシステムおよび方
法では、ウエハ試料を光学的な電磁放射（特定の場所をパルスレーザもしくはフラッシュ
ランプまたは他の電磁エネルギー源もしくは光源あるいは他の手段）で充電した後、複数
の測定を行い、減衰期間を制御する異種界面に関連する過渡的な電場減衰を監視する。
【００２２】
　複数の点で生成し、特性評価した減衰曲線データを用いて、試料位置における異常また
は問題の分光パラメータについて、欠陥の種類または汚染物質の識別および／もしくは定
量化が可能となるように決定することができる。全てにおいて、減衰依存データを収集し
、電荷キャリア寿命、トラップエネルギーおよび／またはトラップ電荷密度を決定するこ
とにより、欠陥および汚染物質を相互に識別もしくは解析し、汚染物質が検出された場合
に種の識別、および／または検出された場合の汚染物質の定量化ができるシステムを提供
するために使用される。
【００２３】
　このような活性について、選択した方法で位置ごとに、通常、ウエハ全体もしくは他の
物質試料またはその領域のスキャンを繰り返して、決定する。そのような決定を可能にす
るために必要なコンピュータ処理は、「リアルタイム」に（すなわち、結果の出力に実質
的な遅延がないスキャン中に）または後処理を介して、生じる可能性がある。しかしなが
ら、様々な実施形態において、後述するような方法について対象データを取得する正確な
システム・タイミングを提供するため、制御ソフトウェアは遅れなく実行可能である。
【００２４】
　必要に応じて、試料物質の充電についてＳＨＧ信号生成に関連して監視する。その場合
、この信号を介して得られた情報は、物質分析および決定に使用することができる。
【００２５】
　いずれの場合においても、システムの実施形態に、１０２秒からピコ秒（１０－１２秒
）の範囲で動作する高速シャッターの超短パルスレーザを含む可能性がある。このような
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システムは、複数の短い遮断間隔を導入した後、薄膜物質の表面および埋め込み界面から
の試料位置でのＳＨＧ信号生成を監視するために使用できる。これらの間隔は、対象の電
場減衰を監視するようにタイミングを合わせることができる。
【００２６】
　本システムはまた、光回線遅延を含む可能性がある。遅延線は、特に分散補償および偏
光制御光学系と組み合わせた場合、ファイバに基づく装置である可能性がある。あるいは
、遅延線はミラーに基づき、マクドナルドの米国特許第６１４７７９９号、ビショップ等
の第６３５６３７７号、またはウー等の第６７５１３７４号明細書の実施例に相似する可
能性がある。いずれの場合にも、遅延は、物質のレーザ調査をピコ秒（１０－１２秒）～
フェムト秒（１０－１５秒）、おそらくはアト秒（１０－１８秒）の範囲で行うためのシ
ステムで使用される。このような調査は、単一の減衰曲線に沿った複数の電荷減衰依存の
データ点を検出するのに役立つ場合がある。
【００２７】
　本対象の方法は、連続する充電イベントの後に取得した減衰データ点についてＳＨＧ信
号を測定することを含む方法を含む。ＳＨＧ信号を取得するための条件は、各充電イベン
トで異なる可能性がある。さらに、連続する充電イベント間の時間間隔は異なる場合があ
る。この方法では、複数のデータ点（少なくとも二つ、通常は三つ以上）を相関させて、
単一の複合減衰曲線として表すことができる。別の方法では、破壊が最小限の（すなわち
、ＳＨＧ信号を生成するために使用される放射が物質を有意には充電しない）ＳＨＧ信号
調査イベントが単一の充電イベント後に使用される。
【００２８】
　さらに別の過渡的な電荷減衰を決定するための方法は、試料物質（より正確に、光放射
により充電されたその構造）からの放電電流を測定することを含む。この信号の時間依存
性（動力学）は、ＳＨＧ計測を採用した場合と同じように扱うことができる。さらに、上
記のように、そのような計測は、一つの減衰間隔、および／または充電に続く所与のレベ
ルへの複数のそれらにわたる期間で行われ得る。いずれにせよ、そのような使用のための
特定電極のハードウェアについて以下に詳述する。
【００２９】
　充電または充電レベルに関しては、電荷動態を標準の線形時間または対数時間スケール
に対して観測したとき、見かけの飽和点でもよい。上記について、対象の方法論は、必要
に応じて、重要な情報をもたらす可能性がある充電速度を観測、記録、および分析する。
【００３０】
　連続する充電／調査イベントについて、試料の初期充電状態を測定し飽和レベルが初期
充電状態から遠くない場合、システムは、さらなるまたは後続の特性評価を省略してよい
。この状況において「遠くない」と見なすことが可能な場合として、対象のツールを使用
していつ一定時間サンプリングするかを学習することによって決定される、初期充電状態
に対する電荷増加が約１％～約１０％である場合を意味する可能性がある。
【００３１】
　換言すれば、いわゆる「飽和」とは、相対的な用語である。線形時間スケールを使用す
ると、物質は非常にすばやく飽和状態になる。しかし、充電に関連するＳＨＧ信号強度を
１０～１００秒の対数スケールで観測した場合、飽和の後半部分は異なる時定数で生じ、
相対的により緩やかまたは時間を要することが観測できる。したがって、本明細書で提供
する方法論の実施例は、飽和までの充電について論じているが、遅延および他のタイミン
グは、見かけの飽和に関して生じると見なすことができる。達するのに不必要に時間を要
する１００％の飽和のための完全な量の時間を待機するのでなく、装置は、完全に飽和す
るまでにかかる時間に関係なく、見かけの飽和に到達する、または重要なパラメータを抽
出できる時間まで遅延させる可能性がある。
【００３２】
　また、飽和に向かう（例えば、ＳＨＧ監視に関連して）充電の量または程度を監視する
場合に、本対象の方法およびシステムは、意味のある減衰曲線情報を生成しながら、飽和
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未満（上記で説明したように）の充電および／または再充電レベルで動作できることを理
解するべきである。しかし、そのような測定でなく、近似飽和が既知のパラメータのとき
（例えば、所定の物質を対象ツールで経験することにより）、飽和充電を目標レベルとし
て使用する。
【００３３】
　また、テストする試料の両端のＤＣバイアスを導入することにより、物質の分析を補助
できる。ＤＣバイアスを使用すると、光誘導電圧が影響を与える前に、界面での初期電荷
分布が積極的に変化する。そうするためには、テストする試料を、試料上面プローブを使
用して試料の両端にＤＣバイアスを印加するための接地として使用し得る導電性チャック
の上に据え付ける可能性がある。さらに、表面プローブを使用することなく、同様の誘導
電圧バイアスを導入する他の手段について、２０１４年４月１７日出願の米国仮出願第６
１／９８０８６０号明細書「ウエハ計測技術」の第ＩＶ節「電場バイアスＳＨＧ技術」に
詳述されている。
【００３４】
　また、対象のシステムは、電荷減衰決定用遮断型分析に含まれる一次レーザに加えて二
次光源を使用する可能性がある。そのような光源の一式を、２０１４年４月１７日出願の
米国仮出願第６１／９８０８６０号明細書「ウエハ計測技術」の第Ｉ節「ポンプおよびプ
ローブ型ＳＨＧ計測」に詳述されるように、放射ポンプ／プローブの組み合わせとして使
用する可能性がある。
【００３５】
　すべての本発明の実施形態は、本明細書に記載した手法に関連する方法のそれぞれを単
独で、または参照する同時係属中の特許出願からの要素部品もしくは特徴、その方法を実
行するためのハードウェア、そのハードウェアおよび製品（プロダクト・バイ・プロセス
を含む）を組み込んだ生産システムと組み合わせて含む。
【００３６】
　（第ＩＩＩ部）
　様々なバイアス場（例えば、磁場バイアス、ＤＣバイアス、ならびに／または容量結合
および／もしくは変化する磁場を伴う、ＡＣ場だけで誘導した電圧バイアス）のＳＨＧに
基づくシステムおよびそれらの使用方法について説明する。これらについて順番に扱う。
それらは、独立して、および／または組み合わせたシステムで使用することができる。本
明細書に記載した様々な実施形態は、上記の手法に関連した方法のそれぞれ、上記方法を
実行するハードウェア、そのハードウェアおよび製品（プロダクト・バイ・プロセスを含
む）を組み込む生産システムを含む。
【００３７】
　（磁場バイアス）
　静的または変化する磁場を試料に印加すると、物質の二次の光学感受率テンソルの変化
を引き起こすであろう。したがって、磁場を使用して、試料からのＳＨＧ信号を最適値ま
で増加させることができる。さらに、以下でさらに説明するように、変化する磁場を使用
してバイアスを誘導することができる。
【００３８】
　（ＤＣ接触プローブを除くための誘導電圧バイアス）
　積層半導体物質のＳＨＧ応答を特性評価するためのシステムおよび方法が記載について
記載する。当該物質は、システム内の接触バイアスプローブを使用せずに、その界面全体
にわたる別個の電場を受け、当該電場は、プローブレーザのパルスおよび／または検出器
の開閉を、試料に印加する所定振幅の可変もしくはパルス状ＡＣバイアスに同期させ、調
査すべき表面に対応のまたは配位された誘導電圧場を生成できる。
【００３９】
　対象ハードウェアは、ＳＨＧ装置（例えば、２０１４年４月１７日出願の米国仮出願第
６１／９８０８６０号明細書「ウエハ計測技術」の第ＩＩ節「電荷減衰測定のシステムお
よび方法」に詳述するもの）を、試料の「装置」面に、またはそれに沿って非接触で電圧
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を誘導する手段（例えば、誘導するように構成された部品）とともに含む。そのような手
段または部品は、プローブを備えた裏面接触か、または導電チャックを介してのいずれか
であり、裏面接触プローブまたはそのようなチャックと通信もする電力源に接続した容量
結合プローブを伴う。あるいは、その多層界面に外部電圧場を誘導する目的のため、試料
に変化する磁場を印加することによってである。
【００４０】
　可変波形（必要に応じてＡＣ）電源が生成する過渡電場によって（上記の手法のいずれ
かを介して）、多層半導体物質の界面全体の電場を誘導する。電圧および物質界面電場の
関係は、伝達関数またはその他の方法でモデル化できる。これには、さまざまな（容量性
またはその他の）外的影響を考慮することも含まれる。この関数の出力について、特定の
振幅および周波数のＡＣ（または他の）電流を与えることにより、界面の電場振幅値がほ
ぼ瞬時的に一定となるテスト点のＳＨＧ特性評価のため、レーザシャッタおよび／または
光子カウンタを同時にトリガするタイミング合図として使用する可能性がある。このよう
に、システムにより、接触電気プローブを介して上面（すなわち、基板の装置層）に印加
する一定の（ＤＣ）電圧を模擬することができる。
【００４１】
　試料の裏面にＡＣを直接適用すると、システムは、「中性」または接地状態のチャック
、ならびに平衡電位のバルクおよび装置層から始まる。次に、バルクまたは多層半導体物
質の基板層とガルバニック接触するチャックに交流バイアスを印加する。装置層は、埋め
込みの酸化物層によってバルクから分離され、導体に直接接続しないため、装置およびバ
ルク層間に電位場または電圧が生成（すなわち、誘導）される。
【００４２】
　あるいは、試料の上面に接触することなくその近傍（約１～約２ｍｍ以内）に存在する
容量結合プローブを使用する可能性がある。この点において好ましい手法では、ウエハ全
体を覆う（しかし、接触しない）大きさのプレートであって、当該プレートは、入射レー
ザが試料に向かって通過し、かつ試料から出力するＳＨＧビームが通過するための小さい
穴を備え、空中停止している可能性がある。
【００４３】
　いくつかの実装では、非接触電極を、ＭＥＭＳ技術を用いて実現することができる。例
えば、一実装では、Ｓｉウエハの両面を酸化することができる。次に、スパイラルまたは
グリッド状の電極を、ウエハの一つまたは複数の場所に堆積させることによって配置する
ことができる。酸化物物質は、これらの場所でウエハの裏側から取り除くことができる。
電極に印加された電磁場は、そのような実装において、近接場誘導結合を介してウエハを
誘導的にバイアスすることができる。外部電流によって生成された磁場を使用して、堆積
された電極に電流を誘導することにより、ウエハ全体に電流を生成することができる。非
接触プローブを実装する他の方法も使用できる。
【００４４】
　いずれの場合においても、ＳＨＧ法を、試料を調査するために使用し、例えば、２０１
４年４月１７日出願の米国仮出願第６１／９８０８６０号明細書「ウエハ計測技術」の第
Ｉ節「ポンプおよびプローブ型ＳＨＧ計測」の部分に詳述がある。同一のことは、以下に
論じる他の実施形態に関しても当てはまる。
【００４５】
　とにかく、対象の実施形態では、界面の両端間の電圧の関数としてＳＨＧを監視するこ
とが望ましいので、ＳＨＧ信号を電力源と同期させるであろう。この同期は、ＳＨＧ信号
生成およびＳＨＧ信号処理ソフトウェアに使用するレーザ、レーザ単独、またはＳＨＧ信
号処理ソフトウェアのみを、電圧変化とともに時間的に制御することによって達成できる
。チャックの電圧も制御できる。
【００４６】
　この同期の利点は、ＤＣバイアスのＳＨＧ測定値と同様の電圧バイアスのＳＨＧ測定値
を、ウエハの表面に接触電圧バイアスプローブを使用することなく取得できることである
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。ＤＣバイアスを印加する代わりに、システムはＳＨＧ測定および／または生成と同期し
たＡＣバイアスを使用して、電圧サイクルの別々の点でＳＨＧデータを収集する。ＡＣバ
イアスは、近接場誘導結合を使用して、または試料の容量性結合を介して印加できる。こ
れらのバイアス技術で収集したＳＨＧデータは、ＤＣバイアスのＳＨＧと同一の物質特性
情報を生成する。
【００４７】
　ノイズを低減または最小化し、界面の両端の電圧の関数として統計学的に適切な指標を
得るために、以下に詳述するように、複数の光子計数ウィンドウが望ましい可能性がある
。
【００４８】
　（界面リークを特性評価するための誘導電圧バイアス）
　積層（例えば、半導体）物質の層間の界面リーク電流および／またはキャリア注入エネ
ルギーについて、ＳＨＧおよび上記のような積層半導体物質に印加する電圧変化（例えば
、交流の、可変および／もしくはパルス状電圧または電流信号、あるいは試料の装置層内
に電圧変化を誘導するように磁場を変化させる装置）を利用して特性評価するシステムお
よび方法を説明する。
【００４９】
　交流の、可変および／もしくはパルス状電圧を積層の半導体／誘電体構造物質に印加し
ながら、あるいは印加直後に、当該積層半導体物質に向けられたパルスレーザによって生
成される光パルスからのＳＨＧ応答を測定することによって、層間の界面リーク電流およ
び／またはキャリア注入エネルギーを特性評価することができる。いくつかの実施形態で
は、誘導電圧の減衰時定数の関数として界面からのＳＨＧ信号の時間発展を測定すること
ができる。これにより、界面全体の電荷キャリアの移動度に関する情報が得られる。
【００５０】
　（キャリア注入エネルギーしきい値を特性評価するための誘導電圧バイアス）
　積層半導体物質における、誘電体への光誘導電荷キャリア注入のエネルギーしきい値を
決定するため、波長可変レーザ励起の使用に代わる、試料の装置層での変動電場と関係す
るＳＨＧ測定について、そのシステムおよび方法を説明する。より具体的には、誘電体へ
の光誘導電荷キャリア注入に必要なエネルギーしきい値を測定するために、前述の物質を
実質的に単色の入射光子ビームに曝露してＳＨＧを生成させ、次に曝露された積層半導体
物質の界面両端の電圧を増分的に変化させ、ＳＨＧ応答が大幅な屈曲もしくは不連続性を
示すか、または以前の測定値からの勾配が突然変化するまで、各増分電圧変化でＳＨＧ信
号数を測定することができる。この勾配の変化は、最大もしくは最小（例えば、極大もし
くは極小）、または尖点、あるいは階段関数などの可能性がある。これらすべてのプロセ
スによる正味の電荷変化の伝達は、第三高調波注入電流、強電場による誘電体への「順方
向」リーク電流、および「逆方向」放電リーク電流の寄与の積分として説明できる。方程
式の形式では、以下となる。
【数１】

この曲線形状の運動学的特徴（時間に関する屈曲モーメントおよび飽和モーメント）によ
り、キャリア注入エネルギーしきい値を決定するための情報が提供されよう。
【００５１】
　すべての本発明の実施形態は、本明細書に記載した手法に関連する方法のそれぞれを単
独で、または参照する同時係属中の特許出願からの要素部品もしくは特徴、その方法を実
行するためのハードウェア、そのハードウェアおよび製品（プロダクト・バイ・プロセス
を含む）を組み込んだ生産システムと組み合わせて含む。
【００５２】
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　本明細書に開示したシステム、方法および装置は、それぞれがいくつかの革新的な態様
を有し、それら単一のものは、いずれも、本明細書に開示した望ましい属性に対して単独
で原因を有するわけではない。様々なシステムおよび方法の実施例について以下に説明す
る。
【００５３】
　（複数の偏光の効率的収集）
　（実施例１）
　第二高調波発生を使用して試料を特性評価するためのシステムであって、
　試料を支持するように構成された試料ホルダーと、
　第二高調波発生を生成するため前記試料に光ビームを向けるように構成された、少なく
とも一つの光源と、
　前記試料からの第二高調波発生光を受けるように構成された、第１および第２の検出器
を備える光学的検出システムと、
　前記試料からの第二高調波発生光を受けるため、前記試料および前記光学的検出システ
ム間の光路に配置され、第１および第２の偏光成分を分離し前記第１および第２の検出器
にそれぞれ向ける、少なくとも一つの偏光ビームスプリッタと、
　前記第１および第２の検出器から前記受けた第１および第２の偏光成分に基づく信号を
受けるように構成された電子機器と、を含む。
　（実施例２）
　前記第１および第２の偏光成分は、直交偏光状態を含む、実施例１に記載のシステムで
ある。
　（実施例３）
　前記第１および第２の偏光成分は、異なる偏光方向を向いた直線偏光の光を含む、実施
例１または２に記載のシステムである。
　（実施例４）
　前記第１および第２の偏光成分は、それぞれｓおよびｐ偏光である、実施例１～３のい
ずれか１項に記載のシステムである。
　（実施例５）
　前記少なくとも一つの偏光ビームスプリッタは、偏光ビームスプリッタキューブを含む
、実施例１～４のいずれか１項に記載のシステムである。
　（実施例６）
　前記光源および前記試料間の光路に配置され、偏光された光を前記試料に向ける、少な
くとも一つの偏光子をさらに含む、実施例１～５のいずれか１項に記載のシステムである
。
　（実施例７）
　前記光源および前記試料間の前記光路に配置された前記少なくとも一つの偏光子は、直
線偏光子を含む、実施例６に記載のシステムである。
　（実施例８）
　前記光源および前記試料間に配置され、前記光源からの光を前記試料上に集束させる、
少なくとも一つの集束レンズをさらに備える、実施例１～７のいずれか１項に記載のシス
テムである。
　（実施例９）
　前記試料および前記偏光ビームスプリッタ間に配置され、前記試料からの第二高調波発
生光を平行化する、少なくとも一つのコリメートレンズをさらに含む、実施例１～８のい
ずれか１項に記載のシステムである。
　（実施例１０）
　前記試料ホルダーは、並進ステージを含む、実施例１～９のいずれか１項に記載のシス
テムである。
【００５４】
　（ＳＨＧ撮像）
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　（実施例１）
　第二高調波発生を使用して試料を特性評価するためのシステムであって、
　試料を支持するように構成された試料ホルダーと、
　第二高調波発生を生成するため光ビームを前記試料に向けるように構成された、少なく
とも一つの光源と、
　前記光源および前記試料間の光路に配置され、前記光源からの前記光を複数のビームに
分離し前記試料上の複数の位置に一度に入射させて、前記複数のビームは複数の第二高調
波発生信号を生成するように構成された、少なくとも一つのビームスプリッタと、
　前記試料からの第二高調波発生光を受けるように構成され、前記ビームスプリッタから
の前記複数のビームが生成するＳＨＧ信号のそれぞれを各個に向けるように構成された、
複数の検出器を備える光学的検出システムと、
　前記複数の検出器から信号を受けるように構成された処理電子機器と、を備える。
　（実施例２）
　前記少なくとも一つのビームスプリッタは、一つのビームを受け、前記ビームを複数の
ビームに分割するように構成された回折ビームスプリッタを含む、実施例１に記載のシス
テムである。
　（実施例３）
　前記少なくとも一つのビームスプリッタは、一つのビームを受け、前記ビームを複数の
ビームに分割するように構成された音響光学変調器を含む、実施例１～２のいずれか１項
に記載のシステムである。
　（実施例４）
　前記少なくとも一つのビームスプリッタは、入力ビームを前記試料に向けられる少なく
とも三つの出力ビームに分離するように構成される、実施例１～３のいずれか１項に記載
のシステムである。
　（実施例５）
　前記少なくとも一つのビームスプリッタは、入力ビームを前記試料に向けられる少なく
とも五つの出力ビームに分離するように構成される、実施例１～４のいずれか１項に記載
のシステムである。
　（実施例６）
　前記少なくとも一つのビームスプリッタは、入力ビームを前記試料に向けられる少なく
とも十個の出力ビームに分離するように構成される、実施例１～５のいずれか１項に記載
のシステムである。
　（実施例７）
　前記複数の検出器は、三つの検出器を含む、実施例１～６のいずれか１項に記載のシス
テムである。
　（実施例８）
　前記複数の検出器は、五つの検出器を含む、実施例１～７のいずれか１項に記載のシス
テムである。
　（実施例９）
　前記複数の検出器は、十個の検出器を含む、実施例１～８のいずれか１項に記載のシス
テムである。
　（実施例１０）
　前記ビームスプリッタおよび前記試料間の光路に少なくとも一つの二色性反射器をさら
に備え、前記試料から前記ＳＨＧ信号を受け、前記複数の検出器の各個に前記ＳＨＧ信号
を向ける、実施例１～９のいずれか１項に記載のシステムである。
　（実施例１１）
　前記試料ホルダーは、並進ステージを含む、実施例１～１０のいずれか１項に記載のシ
ステムである。
　（実施例１２）
　前記複数のビームをスキャンするように構成されたビームスキャンシステムをさらに含
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む、実施例１～１１のいずれか１項に記載のシステムである。
　（実施例１３）
　前記試料からの第二高調波発生光を受けるように配置された少なくとも一つの偏光ビー
ムスプリッタをさらに備え、前記少なくとも一つの偏光ビームスプリッタは、光を第１お
よび第２の偏光成分に分離し、前記第１および第２の偏光成分をそれぞれ第１および第２
の検出器に向けるように構成された、実施例１～１２のいずれか１項に記載のシステムで
ある。
　（実施例１４）
　前記試料からの第二高調波発生光を受けるように配置された複数の偏光ビームスプリッ
タをさらに備え、前記複数の偏光ビームスプリッタは、光を第１および第２の偏光成分に
分離し、前記第１および第２の偏光成分をそれぞれ第１および第２の検出器に向けるよう
に構成された、実施例１～１３のいずれか１項に記載のシステムである。
　（実施例１５）
　前記第１および第２の偏光成分は、それぞれｓおよびｐ偏光である、実施例１３または
１４に記載のシステムである。
　（実施例１６）
　第二高調波発生を使用して試料を特性評価するためのシステムであって、
　試料を支持するように構成された試料ホルダーと、
　第二高調波発生を生成するため光ビームを前記試料に向けるように構成された、少なく
とも一つの光源と、
　前記試料からの第二高調波発生光を受けるように構成された、少なくとも一つの検出器
配列を備える光学的検出システムと、
　前記試料からの第二高調波発生光を前記検出器配列上に投影するように構成された投影
光学系と、
　前記検出器配列から信号を受けるように構成された処理電子機器と、を備える。
　（実施例１７）
　前記少なくとも一つの検出器配列は、二次元配列を含む、実施例１６に記載のシステム
である。
　（実施例１８）
　前記少なくとも一つの検出器配列は、ＣＣＤ配列を含む、実施例１６～１７のいずれか
１項に記載のシステムである。
　（実施例１９）
　前記少なくとも一つの検出器配列は、時間依存積分装置を含む、実施例１６～１８のい
ずれか１項に記載のシステムである。
　（実施例２０）
　前記投影光学系は、前記試料を前記検出器配列上に画像化するように構成される、実施
例１６～１９のいずれか１項に記載のシステムである。
　（実施例２１）
　前記投影光学系は、少なくとも一つの結像レンズを含み、前記少なくとも一つの検出器
配列は、前記試料の共役像面に配置される、実施例１６～２０のいずれか１項に記載のシ
ステムである。
　（実施例２２）
　前記光源からの光を前記試料上に集束させるように構成された、少なくとも一つの集束
レンズをさらに備える、実施例１６～２１のいずれか１項に記載のシステムである。
　（実施例２３）
　前記光源および前記検出器配列に関して前記試料を並進させるように構成された、少な
くとも一つの並進ステージをさらに備える、実施例１６～２２のいずれか１項に記載のシ
ステムである。
　（実施例２４）
　前記少なくとも一つの並進ステージは、ｘ－ｙ並進ステージを含む、実施例２３に記載
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のシステムである。
　（実施例２５）
　前記試料からの第二高調波発生光を受けるように配置された、少なくとも一つの偏光ビ
ームスプリッタをさらに備え、前記少なくとも一つの偏光ビームスプリッタは、光を第１
および第２の偏光成分に分離し、前記第１および第２の偏光成分をそれぞれ第１および第
２の検出器配列に向けるように構成された、実施例１６～２４のいずれか１項に記載のシ
ステムである。
　（実施例２６）
　前記試料からの第二高調波発生光を受けるように配置された、少なくとも一つの偏光ビ
ームスプリッタをさらに備え、前記複数の偏光ビームスプリッタは、光を第１および第２
の偏光成分に分離し、前記第１および第２の偏光成分をそれぞれ第１および第２の検出器
に向けるように構成されている、実施例１～２５のいずれか１項に記載のシステムである
。
　（実施例２７）
　前記第１および第２の偏光成分は、それぞれｓ偏光およびｐ偏光である、実施例２５ま
たは２６に記載のシステムである。
　（実施例２８）
　第二高調波発生を使用して試料を特性評価するためのシステムであって、
　試料を支持するように構成された試料ホルダーと、
　第二高調波発生を生成するため光ビームを前記試料に向けるように構成された、少なく
とも一つの光源と、
　前記光源および前記試料間の光路に配置され、前記光源からの前記光を複数のビームに
分離し前記試料上の複数の位置に一度に入射させて、前記複数のビームは複数の第二高調
波発生信号を生成するように構成された、少なくとも一つのビームスプリッタと、
　前記試料からの第二高調波発生光を受けるように構成され、前記少なくとも一つのビー
ムスプリッタからの前記複数のビームが生成するＳＨＧ信号のそれぞれを、それぞれの領
域に向けるように構成された、少なくとも一つの検出器配列を備える光学的検出システム
と、
　前記複数の検出器から信号を受けるように構成された処理電子機器と、を備える。
　（実施例２９）
　前記少なくとも一つのビームスプリッタは、一つのビームを受け、前記ビームを複数の
ビームに分割するように構成された回折ビームスプリッタを含む、実施例２８に記載のシ
ステムである。
　（実施例３０）
　前記少なくとも一つのビームスプリッタは、一つのビームを受け、前記ビームを複数の
ビームに分割するように構成された音響光学変調器を含む、実施例２８～２９のいずれか
１項に記載のシステムである。
　（実施例３１）
　前記少なくとも一つのビームスプリッタは、一つの入力ビームを前記試料に向けられる
少なくとも三つの出力ビームに分離するように構成される、実施例２８～３０のいずれか
１項に記載のシステムである。
　（実施例３２）
　前記少なくとも一つのビームスプリッタは、一つの入力ビームを前記試料に向けられる
少なくとも五つの出力ビームに分離するように構成される、実施例２８～３１のいずれか
１項に記載のシステムである。
　（実施例３３）
　前記少なくとも一つのビームスプリッタは、一つの入力ビームを前記試料に向けられる
少なくとも十個の出力ビームに分離するように構成される、実施例２８～３２のいずれか
１項に記載のシステムである。
　（実施例３４）



(17) JP 2021-530670 A 2021.11.11

10

20

30

40

50

　前記少なくとも一つの検出器配列は、複数の画素を含む、実施例２８～３３のいずれか
１項に記載のシステムである。
　（実施例３５）
　前記少なくとも一つの検出器配列の前記領域は、一つまたは複数の画素を含む、実施例
２８～３４のいずれか１項に記載のシステムである。
　（実施例３６）
　前記少なくとも一つの検出器配列は、ＣＣＤ検出器配列を含む、実施例２８～３５のい
ずれか１項に記載のシステムである。
　（実施例３７）
　前記ビームスプリッタおよび前記試料間の光路に少なくとも一つの二色性反射器をさら
に備え、前記試料から前記ＳＨＧ信号を受け、前記少なくとも一つの検出器配列のそれぞ
れの領域に前記ＳＨＧ信号を向ける、実施例２８～３６のいずれか１項に記載のシステム
である。
　（実施例３８）
　前記試料ホルダーは、少なくとも一つの並進ステージを含む、実施例２８～３７のいず
れか１項に記載のシステムである。
　（実施例３９）
　前記複数のビームをスキャンするように構成されたビームスキャンシステムをさらに含
む、実施例２８～３８のいずれか１項に記載のシステムである。
　（実施例４０）
　前記試料からの第二高調波発生光を受けるように配置された少なくとも一つの偏光ビー
ムスプリッタをさらに備え、前記少なくとも一つの偏光ビームスプリッタは、光を第１お
よび第２の偏光成分に分離し、前記第１および第２の偏光成分をそれぞれ第１および第２
の検出器配列に向けるように構成された、実施例２８～３９のいずれか１項に記載のシス
テムである。
　（実施例４１）
　前記試料からの第二高調波発生光を受けるように配置された複数の偏光ビームスプリッ
タをさらに備え、前記複数の偏光ビームスプリッタは、光を第１および第２の偏光成分に
分離し、前記第１および第２の偏光成分をそれぞれ第１および第２の検出器に向けるよう
に構成されている、実施例２８～４０のいずれか１項に記載のシステムである。
　（実施例４２）
　前記第１および第２の偏光成分は、それぞれｓおよびｐ偏光である、実施例４０または
４１に記載のシステムである。
【図面の簡単な説明】
【００５５】
　図によって、異なる本発明の変形例について種々の実施形態の態様を図式的に説明する
。
【図１Ａ】図１Ａは、本明細書のＳＨＧ計測システムの実施形態の図である。
【図１Ｂ】図１Ｂは、そのようなＳＨＧシステムで使用するためのチャックの斜視図であ
る。
【図１Ｃ】図１Ｃは、本明細書の別のＳＨＧ計測システムの実施形態の図である。
【図２】図２Ａおよび２Ｂは、特性ＳＨＧ信号を生成するためのポンプ／プローブシステ
ムの使用例を示す図である。
【図３】図３Ａおよび３Ｂは、特性ＳＨＧ信号を生成するためのポンプ／プローブシステ
ムの使用例を示す図である。
【図４】図４は、注入キャリアエネルギーしきい値を決定するためのプローブ／ポンプシ
ステムの使用を示す図である。
【図５】図５は、図に表した信号を生成する方法を詳細化したフローチャートである。
【図６Ａ】図６Ａは、システムの実施形態の図である。
【図６Ｂ】図６Ｂは、システムの実施形態の図である。
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【図６Ｃ】図６Ｃは、システムの実施形態の図である。
【図７】図７は、システム機能の図である。
【図８Ａ】図８Ａは、このような機能を提供する方法を表現する図である。
【図８Ｂ】図８Ｂは、このような機能を提供する方法を表現する図である。
【図９】図９は、システム機能を図表出力で表現する図である。
【図１０】図１０は、ＳＨＧ調査に関連する方法の実施形態をプロットした図である。
【図１１】図１１は、ＳＨＧ調査に関連する方法の実施形態をプロットした図である。
【図１２Ａ】図１２Ａは、図１０および１１の方法に使用することができる図６Ｃのシス
テムに関連した時間動態をプロットした図である。
【図１２Ｂ】図１２Ｂは、図１０および１１の方法に使用することができる図６Ｃのシス
テムに関連した時間動態をプロットした図である。
【図１２Ｃ】図１２Ｃは、図１０および１１の方法に使用することができる図６Ｃのシス
テムに関連した時間動態をプロットした図である。
【図１２Ｄ】図１２Ｄは、図１０および１１の方法に使用することができる図６Ｃのシス
テムに関連した時間動態をプロットした図である。
【図１２Ｅ】図１２Ｅは、図１０および１１の方法に使用することができる図６Ｃのシス
テムに関連した時間動態をプロットした図である。
【図１３】図１３は、過渡電場減衰を観測するための電流に基づく調査方法をプロットし
た図である。
【図１４】図１４Ａおよび１４Ｂは、図１３の方法で使用することができるハードウェア
構成を示す図である。
【図１５】図１５Ａおよび１５Ｂは、本明細書中で使用することができるＳＨＧシステム
部品の概略図である。
【図１６Ａ】図１６Ａは、本明細書の第１のチャック構成の斜視図である。
【図１６Ｂ】図１６Ｂは、図１６Ａのチャック構成の側面の断面図である。
【図１７Ａ】図１７Ａは、本明細書の第２のチャック構成について一部を切り取った斜視
図である。
【図１７Ｂ】図１７Ｂは、本明細書の第２のチャック構成について一部を切り取った上面
図である。
【図１７Ｃ】図１７Ｃは、図１７Ａ／１７Ｂのチャックの切り取った斜視図である。
【図１８】図１８Ａおよび１８Ｂは、ＤＣバイアスプローブを除くため、試料に印加した
交流電圧および表れた交流電圧に関する図である。
【図１９】図１９Ａおよび１９Ｂは、リーク電流をテストするため、試料に印加した交流
電圧および現われた交流電圧に関する図である。
【図２０】図２０は、試料から収集したＳＨＧ光の偏光と同様に、試料に向けられる光の
偏光を制御するために使用され得るＳＨＧシステムの概略図の一例を示す。
【図２１】図２１は、ＳＨＧ信号の第１および第２の偏光（例えば、ｓおよびｐ偏光成分
）を同時に個別に収集し得るように、偏光ビームスプリッタを含むＳＨＧシステムの概略
図の一例を示す。
【図２２Ａ】図２２Ａは、レーザビームを複数のビームに分割し、それぞれが複数のＳＨ
Ｇ信号を生成し、それぞれ複数の検出器に向けることができるように構成されたビームス
プリッタを含む、ＳＨＧ撮像システムの概略図の一例を示す。
【図２２Ｂ】図２２Ｂは、レーザビームを複数のビームに分割し、それぞれが複数のＳＨ
Ｇ信号を生成し、それぞれ複数の検出器に向けることができるように構成されたビームス
プリッタを含む、ＳＨＧ撮像システムの概略図の別の一例を示す。
【図２３】図２３は、複数のＳＨＧ信号からの光を試料上の複数の位置から検出器配列上
に投影するように構成された検出器配列および光学系を備えるＳＨＧシステムの概略図の
一例を示す。
【発明を実施するための形態】
【００５６】
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　（第Ｉ部）
　図１は、対象の方法に関連して使用できるようなシステム１００の図である。他の適切
なシステムの変形例について、２０１４年４月１７日出願の米国仮出願第６１／９８０８
６０号明細書「ウエハ計測技術」の第ＩＩ節「電荷減衰測定のシステムおよび方法」に、
例えば、中間の光学、光学遅延線を含めることおよび任意の電極機能などに関して提示が
ある。
【００５７】
　図示のように、システム１００には、真空チャック３０により保持された試料ウエハ２
０に電磁放射の調査ビーム１２を向ける一次またはプローブレーザ１０が含まれる。図１
Ｂに示すように、チャック３０は、ｘおよびｙステージ、ならびに必要に応じて、レーザ
が向けられる場所に対してウエハ全体の試料位置２２を位置決めするための回転ステージ
をも含むか、またはそれらのステージ上に設定される。ｘｙステージにより、他のハード
ウェアを動かすことなく、複数のウエハ表面位置または場所２２をスキャンすることが可
能になる。回転ステージにより、必要に応じて、特性評価する物質のひずみ、関連する欠
陥または懸念領域など、結晶構造のＳＨＧに対する影響を評価することが可能になる。さ
らなる任意の特徴、態様および／またはチャック３０の用途について、２０１４年４月１
７日出願の米国仮出願第６１／９８０８６０号明細書「ウエハ計測技術」の第ＩＶ節「電
場バイアスＳＨＧ技術」に提示がある。試料位置２２は、一つまたは複数の層を含むこと
ができる。試料位置２２は、少なくとも二つの層を含む複合基板を含むことができる。試
料位置２２は、二つの異なる物質間（例えば、二つの異なる半導体物質間、不純物が異な
る二つの半導体物質間、半導体および酸化物間、半導体および誘電体物質間、半導体およ
び金属、または酸化物および金属間）の界面を含むことができる。
【００５８】
　システム１００を使用したとき、検出器４０に向け反射された放射ビーム１４は、ＳＨ
Ｇ信号を含むであろう。検出器は、光電子増倍管、ＣＣＤカメラ、アバランシェ検出器、
フォトダイオード検出器、ストリークカメラ、およびシリコン検出器のいずれであっても
よい。システム１００はまた、一つまたは複数のシャッター型装置５０を含み得る。使用
するシャッターハードウェアの種類は、レーザ放射を遮断する、投棄する、または他の方
法で試料位置から離れる方向に向ける時間枠に依存する。ポッケルスセルまたはカーセル
などの電子光学遮断装置を使用して、非常に短い遮断期間（つまり、作動時間が１０－９

～１０－１２秒程度の）を得ることができる。
【００５９】
　より長い遮断時間間隔（例えば、約１０－５秒以上）のためには、機械的シャッターま
たはフライホイールのチョッパー型装置を用いる可能性がある。しかし、電子光学遮断装
置を使用すると、以下の方法に従って、より広範囲の物質をテストできる。非常に短い時
間間隔、通常、ピコ秒からマイクロ秒程度で離散的に開閉することができる光子計数シス
テム４４を使用して、時間依存信号の計数を解決することができる。より高速な時間枠の
場合、上記のように光学遅延線を組み込むことができる。
【００６０】
　システム１００は、ポンプ光源とも呼ばれる追加の電磁放射源６０を含むことができる
。様々な実施形態において、放射源６０は、指向性ビーム６２を放出するものとして示さ
れるレーザ、または発散もしくは光学的にコリメートされたパルス６４を放出するＵＶフ
ラッシュランプであり得る。レーザ源の場合、そのビーム６２は、ビーム１２と同一直線
上であり得る（例えば、追加のミラーまたはプリズムなどによって向きを変える）。光源
６０の出力波長は、約８０ｎｍから約１０００ｎｍのどこであってもよい。この範囲のよ
り短い波長（例えば、約４５０ｎｍ未満）を使用すると、より長い波長よりも少ない光子
を使用して、かつ／またはより低いピーク強度で電荷励起を駆動することが可能である。
【００６１】
　フラッシュランプの場合、１フラッシュ当りのエネルギー、またはフラッシュ時の電力
レベルは、基板物質に依存する可能性がある。１フラッシュ当りの総エネルギー１Ｊ～１
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０ｋＪを生成するフラッシュランプが、完全空乏型シリコン・オン・インシュレータ（Ｆ
Ｄ－ＳＯＩ）に適切であろう。ただし、パルスまたは定常的なＵＶ光源も使用可能であろ
う。ポンプの特性および用途における重要な要素は、電荷キャリアを調査対象の物質の誘
電体中に注入することである。適切なフラッシュランプのメーカーには、米国Ｈｅｌｌｍ
ａ社、および浜松フォトニクス株式会社が含まれる。
【００６２】
　レーザを光源６０として使用する場合、ナノ秒、ピコ秒、またはフェムト秒、あるいは
より高速のパルスレーザ源のいずれであってもよい。連続固体レーザの可能性さえある。
様々な実施形態では、ポンプ源は波長を調整可能である。調整可能なレーザに関して市販
されている選択肢には、スペクトラ・フィジックス社のＶｅｌｏｃｉｔｙ、およびＶｏｒ
ｔｅｘ　Ｔｕｎａｂｌｅ　Ｌａｓｅｒがある。さらに、調整可能な固体ソリューションを
、ＬＯＴＩＳ社のＬＴ－２２ｘｘシリーズの固体レーザから入手できる。
【００６３】
　レーザまたはフラッシュランプのいずれとして提供するにしても、ポンプ源６０は、比
較的高い平均電力を有するように選択し得る。これは、約１０ｍＷ～約１０Ｗが可能であ
るが、より通常は、約１００ｍＷ～約４Ｗと調査物質に依存し（繰り返しになるが、考慮
すべきことは、電荷キャリアを物質の界面（例えば、誘電体界面）中に注入するような、
電荷キャリア移動度の誘導を保証することである）、物質固有の値であり得る。ポンプ源
６０の平均電力は、物質の光学的損傷のしきい値以下であるように選択される。例えば、
ポンプ源６０は、調査物質がシリコンを含む場合、シリコンの光学的損傷しきい値を超え
ないように、平均光電力が１～２Ｗを有するように選択することができる。
【００６４】
　プローブレーザ１０は、ナノ秒、ピコ秒、またはフェムト秒、あるいはより高速のパル
スレーザ源のいずれであってもよい。必要なピーク電力、波長、信頼性を有する、現在市
販のレーザの二つの選択肢は、ドープファイバーおよびチタンサファイア装置である。コ
ヒレント社のＶＩＴＥＳＳＥおよびスペクトラ・フィジックス社のＭＡＩ　ＴＡＩレーザ
が好適なチタンサファイアの例である。フェムトレーザーズ社およびその他のメーカーも
、他の適切なチタンサファイア装置を製造する。適切なドープファイバーレーザを、ＩＭ
ＲＡ、ＯｎｅＦｉｖｅ、およびＴｏｐｔｉｃａ　Ｐｈｏｔｏｎｉｃｓが製造する。基板物
質およびポンプ種によっては、浜松など多くのメーカーのピコ秒、および／または、ナノ
秒レーザも、選択肢になる可能性がある。レーザ１０は、約１００ｎｍ～約２０００ｎｍ
の波長範囲において約１０ｋＷ～１ＧＷのピーク電力で動作するが、電力供給は平均で１
５０ｍＷ未満となる可能性がある。
【００６５】
　その他種々の任意の、いわゆる「中間」光学部品を、システム１００で使用することが
できる。例えば、システムは、レーザ１０および／または光源６０から直接に反射された
放射と同軸のＳＨＧ信号を選択的に通過させる二色性反射もしくは屈折フィルタ７０を含
む可能性がある。あるいは、プリズムを使用して、より弱いＳＨＧ信号を、何桁も強い反
射一次ビームから区別することができる。しかし、プリズムを使用する手法は誤整列に非
常に敏感であることが判明しているため、上記の二色性システムが好ましい場合がある。
他の選択肢には、回折格子またはペリクルビームスプリッタの使用が含まれる。集束およ
び平行／円柱構造光学系のための光束８０を設けてもよい。あるいは、フィルタホイール
９０、偏光子９２、および／またはズームレンズ９４の装置もしくはアセンブリを、シス
テムで使用することができる。また、角度（または円弧型）回転調整（検出器に対応する
調整を伴うもの）およびインライン光学用部品が望ましい場合もある。
【００６６】
　図１Ｃに示す実装では、レーザ１０からのビーム１２を、ビームスプリッタ７４によっ
て二つの光路に分割することができる。ビームスプリッタ７４は、二つの光路間に不均等
にビーム１２を分割し得る。例えば、ビーム１２のエネルギーの７０％を、第１の光路に
沿って（例えば、ビーム１６として）向けることができ、ビーム１２のエネルギーの３０
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％を、第２の光路に沿って（例えば、ビーム１８として）向けることができる。別の例と
して、ビーム１２のエネルギーの６０％を第１の光路に沿って向けることができ、ビーム
１２のエネルギーの４０％を第２の光路に沿って向けることができる。さらに別の例とし
て、ビーム１２のエネルギーの８０％を第１の光路に沿って向けることができ、ビーム１
２のエネルギーの２０％を第２の光路に沿って向けることができる。このように、分割を
不均等（例えば、７０～３０％、８０～２０％、６０～４０％もしくはその間の任意の範
囲、例えば、６０～９０％を一の経路にかつ４０～１０％を別の経路に、また、これらの
範囲外でも同様）とし、ポンプビームに電力の大半を、プローブビームにその残りを送信
し得る。例えば、分割は、ポンプおよびプローブのそれぞれに対して、６０～７０％対４
０～３０％、７０～８０％対３０～２０％、８０～９０％対２０～１０％、または９０～
９９．９９９％対１０～０．００１％であり得る。異なる実施形態では、例えば、プロー
ブビームは０．００１％～４９．９９％とし、一方、ポンプビームは５０．００１％～９
９．９９９％とし得る。二つのビームの合計は、１００％またはそれに近い値にし得る。
分割は、特性評価する特定の物質システムによって決まる場合もある。図１Ｃに示す例で
は、ビーム１２のビームエネルギーの５％は、第１の光路に沿って向けられ、ビーム１２
のビームエネルギーの９５％は、第２の光路に沿って向けられる。
【００６７】
　ビームスプリッタ７４は、誘電体ミラー、スプリッタキューブ、金属被覆ミラー、ペリ
クルミラーまたは導波路スプリッタを含むことができる。ビーム１２が光パルスを含む場
合の実装では、ビームスプリッタ７４は、光パルスを広げないように二つの光路間にビー
ム１２を分割する、無視できる程度の分散の光学部品を含むことができる。図１Ｃに示さ
れるように、各ビームは、様々なミラー要素７２を使用して方向転換または照準を合わせ
ることができる。
【００６８】
　検出器４０および／または光子計数システム４４からの出力は、電子装置４８に入力す
ることができる。電子装置４８は、計算装置、コンピュータ、タブレット、マイクロコン
トローラまたはＦＰＧＡとすることができる。電子装置４８は、プロセッサ、処理用電子
機器、制御用電子機器、処理／制御用電子機器、または一つもしくは複数のソフトウェア
モジュールを実行するように構成され得る電子機器を含む。オペレーティングシステムを
実行することに加えて、プロセッサは、ウェブブラウザ、電話アプリケーション、電子メ
ールプログラム、または他の任意のソフトウェアアプリケーションを含む一つまたは複数
のソフトウェアアプリケーションを実行するように構成され得る。電子装置４８は、本明
細書で論じる方法を、例えば、ＲＡＭ、ＲＯＭ、ＥＥＰＲＯＭ、等のような機械可読非一
時的記憶媒体に含まれる命令を実行することにより、実装できる。電子装置４８は、ユー
ザと対話するための表示装置および／またはグラフィックユーザインタフェースを含むこ
とができる。電子装置４８は、ネットワークインタフェースを介して一つまたは複数の装
置と通信することができる。ネットワークインタフェースは、例えば、有線イーサネット
、ブルートゥース（登録商標）、または無線接続などの通信が可能な送信機、受信機、お
よび／もしくはトランシーバを含むことができる。
【００６９】
　他の選択肢に関しては、ＳＨＧ信号は、それを生成する反射ビームと比較して弱いので
、ＳＨＧ計数の信号対ノイズ比を改善することが望ましい。光子計数システム４４の光子
計数ゲート時間が、本明細書に記載の遮断および／または遅延プロセスのために減少する
につれて、改善がさらに重要になる。使用する可能性のあるノイズを低減する一つの方法
は、光子計数器を積極的に冷却することである。これは、液体窒素やヘリウムなどの極低
温流体、またはペルチェ装置を使用した固体冷却を使用して行うことができる。その他の
改善分野には、シャッタースピードに関連するマルクスバンク回路（ＭＢＣ）の使用が含
まれる可能性がある。さらに、システム１００は、生産ライン環境内のインラインに組み
込むことができる。システム１００に先行するまたは後続の生産ライン要素には、エピタ
キシャル成長システム、リソグラフィおよび／または堆積（ＣＶＤ、ＰＶＤ、スパッタリ
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ング、等）システムのいずれも含まれ得る。
【００７０】
　さて、図２Ａ／２Ｂおよび３Ａ／３Ｂは、対象のポンプ／プローブシステムをそれらの
方法で使用して得られる可能性があるＳＨＧ曲線の種類の例を示す概略図である。図２Ａ
および２Ｂでは、そのような信号を得るための時間スケールは、ミリ秒（１０－３秒）の
程度である。したがって、これらは「高速」プロセスである。以下でさらに説明するよう
に、既存の手法と比較して、時間的に数桁の改善が得られる可能性がある。例えば、ＳＨ
Ｇプローブ前に、テスト物質全面をＵＶ放射に露光可能なフラッシュランプにより、各点
での持続的な測定が必要なくなる可能性があるので、全体的なスキャン時間が劇的に低減
する。
【００７１】
　具体的に、図２ＡのＳＨＧ信号２００は、初期強度２０２で測定されている。この信号
は、プローブ源放射を表面位置に適用することにより生成される。ポンプ源放射を（オン
したままのプローブ放射に）与えられた時間差（Ｏ１）後に追加すると、信号強度が時間
依存曲線２０４に沿ってより低いレベル２０６に降下する。逆に、図２ＢのＳＨＧ信号２
００’は、プローブ放射のみにより生成されたより低いレベル２１２にあって、時間差（
Ｏ２）後にポンプ放射を適用すると、時間依存曲線２１４に沿ってより高い平坦部２１６
まで増加する。信号２００および２００’は、また、曲線の開始および終了時に時間に依
存しない成分または部分を含む。
【００７２】
　図２Ａおよび２Ｂの両観測結果は、対象システムの基板物質および異なるレーザ電力（
例えば、この場合、ポンプ電力）に応じて、作製され得る。様々な実施形態において、電
荷分離は、光子からの励起後に互いに分離する電子および正孔を含む。レーザの光子によ
ってＳｉＯ２伝導帯にシリコン価電子帯から注入された電子は、酸化物の表面上部に主に
捕捉される。正孔の大部分は、Ｓｉ／ＳｉＯ２界面近傍のシリコン価電子帯の近くに凝集
する。入射する放射または内部光電子放出からの励起による電荷キャリアのこの分離は、
対象システム内に存在する電場に寄与し、これにより、測定されるＳＨＧが変化する。テ
スト位置での気体状酸素の存在、問題の試料の組成および構造などのさまざまな要因によ
って、図２Ａまたは２Ｂのような観測のいずれがなされるかが決まる。
【００７３】
　実際に、信号２００および２００’の組み合わせが観測される例がある。それらの例で
は、信号強度が最初にピークから降下し、底に達し、再度漸近線まで上昇する。一般に、
ＳＨＧ強度曲線は、非線形感受率テンソルによって決定され、当該テンソルは、分子配向
、原子組成、電子構造、および外部場の影響を受ける。界面を横切って移動する電荷キャ
リアは、ＳＨＧ信号が発生する界面下位層の構造および電場の電荷状態を変化させる。界
面全体の電荷キャリアのタイプ（正または負）、および界面全体の電場の初期状態に応じ
て、異なる時間依存曲線が観測される。検出されたＳＨＧ信号の強度は、スポットサイズ
、平均レーザ電力、ピークレーザ電力などのさまざまな要因に依存し、システム１００は
、約４００計数／秒～約７百万計数／秒の範囲の強度を有するＳＨＧ信号を検出するよう
に構成することができる。本明細書に記載のポンプ／プローブシステムは、界面を横切っ
て移動する電荷キャリアが飽和レベルに到達するのに必要な時間を短縮することができる
。様々な実施形態において、界面を横切って移動する電荷キャリアが飽和レベルに到達す
るのに必要な時間は、本明細書に記載のポンプ／プローブシステムにおいて１ｍ秒～１０
００秒とすることができる。界面を含む領域の電荷キャリア密度が飽和を下回ったとき、
および界面を含む領域の電荷キャリア密度が飽和レベルに達したときに、ＳＨＧ信号の時
間発展を取得することが有利である可能性があるため、システムは、ポンプ放射をオン／
オフした後、約１μ秒以内にＳＨＧ信号測定値を取得するように構成することができる。
例えば、システムは、ポンプ放射（またはプローブ放射）をオン／オフした後１０秒以内
に、ポンプ放射をオン／オフした後約６秒以内に、ポンプ放射をオン／オフした後約１秒
以内に、ポンプ放射をオフ／オンした後約１００ｍ秒以内に、もしくはポンプ放射をオフ
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／オンした後約１ｍ秒以内に、ポンプ放射をオフ／オンした後約１μ秒以内に、ポンプ放
射をオフ／オンした後約１ｎ秒以内に、またはこれらの値のいずれかによって形成される
任意の範囲（例えば、１ｎ秒より大きい、１μ秒よりも大きい、１ｍ秒より大きい、期間
等）内に、ならびにそれらの範囲外でも同様に、ＳＨＧ信号測定値を取得するように構成
することができる。これらの値および範囲は、単一の点からデータを得るために適用され
るが、適切な結像光学系を用いることにより、これをウエハの実質的な領域のウエハ全体
まで拡大し、かつ一度に含むようにすることができる。上記の括弧で示すように、これら
の値および範囲を、プローブ放射にも適用する。充電時間およびＳＨＧ信号の取得に必要
な時間を短縮することで、界面のテストを高速化できるため、テストおよび／または製造
生産ラインのスループットを向上させることができる。
【００７４】
　比較のため、図３Ａおよび３Ｂは、既存のＳＨＧ技術のように、基板を調査するため放
射源（この場合、高い平均電力および高いピーク電力レーザ）を一つのみ使用したときの
、対応する物質についてのＳＨＧ信号曲線３００および３００’の概略図である。図３Ａ
および３ＢのＳＨＧ信号曲線３００および３００’を生成するための時間スケールは、数
十から数百（１０２）秒の程度である。
【００７５】
　そのような時間にわたって、これらの信号（図２Ａおよび２Ｂのような信号）は、初期
の３０２および／または時間依存信号の後に特性評価できる下寄りおよび上寄りの平坦部
３０６、３１６を含む。このように、類似（または同一）の分析を信号２００／２００’
、および３００／３００’で実行することが可能であるが、主な違いは、対象のシステム
（すなわち、より低いピーク電力フェムト秒プローブレーザを、物質の予備励起用のより
高い平均電力ポンプと組み合わせて使用するもの）では、必要な信号情報を取得する際の
時間的効率を大幅に向上できることである。さらに、対象の手法により、フィルタホイー
ルまたは他の方法を使用せずに、時間に依存しないＳＨＧ測定値をより簡単に決定する方
法を提供できる。
【００７６】
　いずれの場合においても、図４は、注入キャリアエネルギーしきい値を決定する方法を
示す。この場合、ポンプは、波長可変レーザを含む。これによって、ポンプから試料に入
射してから経時的に光子の出力周波数（従って、Ｅ＝ｈνによるエネルギー）を高めるこ
とができる。観測されるＳＨＧ活性を、信号４００として示す。ポンプレーザをいわゆる
適用または使用し、プローブレーザの適用により生成された初期ＳＨＧ信号レベル４０２
について、信号が突然の変化（すなわち、４０４での変曲、不連続、最大、最小、階段関
数、尖端、または勾配の急激な変化）をするまで観測する。この時点での周波数が、エネ
ルギーしきい値に対応すると見なされる。様々な実装において、エネルギーしきい値は、
一つの半導体物質の価電子帯から他の半導体物質の伝導帯に、例えば、二つの半導体物質
、または半導体物質および誘電体物質（例えば、ＳｉおよびＳｉＯ２、ＳｉおよびＳｉ３

Ｎ４、ＳｉおよびＴａ２Ｏ５、ＳｉおよびＢａＴｉＯ３、ＳｉおよびＢａＺｒＯ３、Ｓｉ
およびＺｒＯ２、ＳｉおよびＨｆＯ２、ＳｉおよびＬａ２Ｏ３、ＳｉおよびＡｌ２Ｏ３、
ＳｉおよびＹ２Ｏ３、ＳｉおよびＺｒＳｉＯ４）など二つの物質間の界面を横切って電子
を輸送するのに必要なエネルギーである。システム１００は、約１．０ｅＶ～約６．０ｅ
Ｖの範囲のエネルギーしきい値を測定するように構成することができる。本明細書に記載
のシステムおよび方法は、例えば、二つの異なる半導体間、半導体および金属間、半導体
および誘電体間などのような様々な界面のエネルギーしきい値を決定するように構成する
ことができる。
【００７７】
　図５は、ＳＨＧを用いて半導体装置を特性評価する方法の実装について説明するフロー
チャートである。様々なプロセスフロー経路を示す。そのような方法は全て、５０２の所
望の場所に試料を位置決めすることから開始する可能性がある（例えば、通常は、ウエハ
２０が固定された後のチャック３０を配置することによる）。プログレッシブ位置決め（
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すなわち、再位置決め）は、さらに説明するように、任意のＳＨＧ検出イベント５２０の
後に発生する可能性があり、試料の領域内の複数の表面位置もしくはすべての表面位置、
または試料のすべての表面位置をスキャンするためである。あるいは、そのような動作を
、検出したＳＨＧ信号に関して５４０で所与の決定をした後に起こし得る（「戻る」選択
をいずれも点線で示す）。別の決定に関するさらなる詳細について、上記で参照した本出
願の他の部分を参照して理解することができよう。いずれの場合も、試料の位置決めまた
は再位置決めに続いて、特定のフロー経路を選択する（または、別のフロー経路を同一の
表面位置で連続して実行して、異なるデータを生成することもできる）。
【００７８】
　一つのプロセスフロー経路（実線部分）に従うと、５０４でプローブ源放射を、特定場
所の試料表面に適用する。次に、５０６でポンプ源放射を適用する。この実施例では、ポ
ンプ放射について、放射波長を減少させることによって（必要に応じて）光子エネルギー
を線形に増加させるさまざまな方法で適用する。得られたＳＨＧを５２０で検出する。５
４２で信号解析（図４の例に基づく）により、キャリア注入エネルギーしきい値を決定で
きる。様々な実装では、ポンプ放射のエネルギーは、半導体界面のエネルギーしきい値に
対応し得る。したがって、ポンプ放射のエネルギーは、約１．０ｅＶ～約６．０ｅＶとし
得る。例えば、ＳｉおよびＳｉＯ２界面全体のエネルギーしきい値を決定するため、ポン
プ放射のエネルギーしきい値を約４．１ｅＶ～約５．７ｅＶで変化させ得る。ポンプ放射
のエネルギーの変化は、放射の周波数（または波長）を変化させることによって達成する
ことができる。例えば、約３．２ｅＶのエネルギーしきい値の期待値を有する試料を調査
するために、ポンプ放射の波長を約４４３ｎｍ～約３６５ｎｍで変化させることができる
。さまざまな実装では、ポンプ放射の光子が２倍のエネルギーを有する電子を生成できる
ため（例えば、一つの電子が二つの光子を吸収する場合）、ポンプ放射のエネルギーは半
導体界面のエネルギーしきい値を下回る可能性がある。このような実装では、充電時間を
長くして、解像度および強度を向上させた観測が可能になる。充電時間の増加は、また、
試料位置をテストするために必要な時間を増加させ、スループットを減少させ得る。
【００７９】
　別のプロセスフロー経路（破線部分）に従うと、５０８でポンプ放射を基板に適用する
。そのような適用は、直接調査する表面のみ（例えば、レーザによる）か、またはウエハ
の表面全体（例えば、フラッシュランプを使用する）に向けることができる。次に、５１
０で、調査対象の試料の部分をプローブ源の放射に曝露する。得られたＳＨＧを５２０で
検出する。本方法のポンプ－プローブ－検出の態様について、その後、潜在的に５０２で
試料の再位置決め後、繰り返す可能性がある。しかし、図示のように、動作ボックス５０
８を省略することができ、上記の例のように、基板全体を最初に放射に曝露する場合、再
度のポンプを逐次スキャンプロセスから回避させ、または省略してよい。いずれの場合に
おいても、５４４でＳＨＧに基づく種々の信号解析を行い、本出願の他の箇所で説明する
ように、ブロック５４２のエネルギーしきい値の決定以外の決定もできる。
【００８０】
　別のプロセスフロー経路（一点鎖線部分）に従うと、５０４および５１０のプローブ放
射を適用直後５２０のＳＨＧ信号データ収集をしながら５０８のポンプ放射の前後に５０
４および５１０のプローブ調査を実行する。再び、本方法を再帰的に実行し、基板または
その一領域の全ての部分のような複数の位置をサンプルし、フローチャート要素５０２に
戻り、再位置決め後、プローブ－検出－ポンプ－プローブ－検出の方法もしくはその一部
を繰り返すことができる。
【００８１】
　特に、ＳＨＧ信号分析の方法または方法の一部（一般的にボックス５４０および５４２
に包含される）を、瞬時またはほぼ瞬時出力において行うようなリアルタイムに行うこと
ができる。そうすることで、収集データによって決定される任意の分光学的特性を、マシ
ン上か、または遠隔の統合ソフトウェアのいずれかによるソフトウェアパッケージによっ
て計算することができる。あるいは、ＳＨＧ信号分析を、ＳＨＧデータの一部またはすべ
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てを検出または収集後、後処理で処理し得る。
【００８２】
　本明細書で説明するシステムおよび方法について、試料（例えば、半導体ウエハまたは
その一部）を特性評価するために使用できる。例えば、本明細書に記載のシステムおよび
方法を使用して、上記のように試料中の欠陥または汚染物質を検出できる。本明細書に記
載のシステムおよび方法について、半導体ウエハの製造または生産中に試料を特性評価す
るように構成できる。したがって、システムおよび方法を、半導体製造施設の半導体製造
ラインに沿って使用できる。本明細書に記載のシステムおよび方法を、半導体製造／生産
ラインと統合できる。本明細書に記載のシステムおよび方法について、自動化されたウエ
ハ処理機能を備えた半導体製造ラインに統合できる。例えば、システムには、フロントオ
ープニングユニファイドポッド（ＦＯＵＰ）などのウエハカセットを受け入れる機器フロ
ントエンドモジュール（ＥＦＥＭ）を取り付けることができる。これらのカセットのそれ
ぞれを、人間のオペレーターによって、またはカセットを製造／生産ラインに沿ってプロ
セスからプロセスに移動させる自動カセット処理ロボットによって、それらの機械に配送
できる。
【００８３】
　様々な実施形態では、システムについて、カセットを一度ＥＦＥＭ上に取り付けると、
ＦＯＵＰが開き、そしてロボットアームがＦＯＵＰから個々のウエハを選択しシステムに
含まれる自動的に作動するドアを通って移動させ、遮光プロセスボックス、およびバイア
ス可能な真空チャックに入れるように構成できる。チャックは、試料をその上に置くこと
ができるように、ロボットアームと補完し適合するように設計することができる。この過
程のある時点で、ウエハをスキャナにかざして、固有のレーザ刻印を特定できる。
【００８４】
　したがって、半導体製造／組み立てラインに統合されるように構成されたシステムは、
ＦＯＵＰまたは他の種類のカセットからの自動ウエハ操作能力、上記のようなＥＦＥＭへ
の統合、ロボット操作と互換性を持つ方法で設計されたチャック、ロボットの棒／アーム
の動作が可能なように開閉する自動遮光ドア、およびウエハのロード／アンロードおよび
ウエハ識別のためＥＦＥＭに信号を出すソフトウェアを有することができる。
【００８５】
　（第ＩＩ部）
　図６Ａは、対象の方法に関して使用し得る第１のシステム２１００を示す。別のシステ
ム２１００’および２１００’’を図６Ｂおよび６Ｃに示す。各システムには、真空チャ
ック２０３０により保持された試料ウエハ２０２０に電磁放射の一次ビーム２０１２を向
ける一次レーザ２０１０が含まれる。チャック２０３０は、ｘおよびｙステージ、ならび
に必要に応じて、レーザが向けられる場所に対してウエハ全体の試料位置２０２２を位置
決めするための回転ステージをも含むか、またはそれらのステージ上に設定される。検出
器２０４０に向け反射された放射ビーム２０１４は、ＳＨＧ信号を含むであろう。検出器
は、光電子増倍管、ＣＣＤカメラ、アバランシェ検出器、フォトダイオード検出器、スト
リークカメラ、およびシリコン検出器のいずれであってもよい。試料位置２０２２は、一
つまたは複数の層を含むことができる。試料位置２０２２は、少なくとも二つの層を含む
複合基板を含むことができる。試料位置２０２２は、二つの異なる物質間（例えば、二つ
の異なる半導体物質間、不純物が異なる二つの半導体物質間、半導体および酸化物間、半
導体および誘電体物質間、半導体および金属、または酸化物および金属間）の界面を含む
ことができる。
【００８６】
　また、各実施形態の共通点は、一つまたは複数のシャッター型装置２０５０を含むこと
である。これらを、以下の方法に関連して説明するように使用する。使用するシャッター
ハードウェアの種類は、レーザ放射を遮断する、投棄する、または他の方法で試料位置か
ら離れる方向に向ける時間枠に依存するであろう。
【００８７】
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　ポッケルスセルまたはカーセルなどの電子光学遮断装置を使用して、非常に短い遮断期
間（つまり、切り替え時間が１０－９～１０－１２秒程度の）を得ることができる。より
長い遮断時間間隔（例えば、約１０－５秒以上）のためには、機械的シャッターまたはフ
ライホイールのチョッパー型装置を用いる可能性がある。
【００８８】
　しかし、電子光学遮断装置を使用すると、以下の方法に従って、より広範囲の物質をテ
ストできるであろう。非常に短い時間間隔、通常、ピコ秒からマイクロ秒程度で離散的に
開閉することができる光子計数システム２０４４を使用して、時間依存信号の計数を解決
することができる。
【００８９】
　ハードウェアについて、前述の方法をより高速な時間枠に押し込むよう企図している。
すなわち、図６Ｃに示すように、システムには、遅延線ハードウェア２０６０を含めるこ
とができる。対応する数の時間遅延調査イベントのための複数の時間設定遅延線間のビー
ム分割および切り替え（またはシャッターのオン／オフ）が可能である。ただし、可変遅
延線は、ポンプのパルス後すぐ（多くの方法では、わずか１０－１２秒の遅延しか必要な
い場合もあるけれども）から数十ナノ秒の時間枠まで、複数の過渡電荷減衰調査イベント
に対して単一のソリューションを提供するため、好ましい可能性がある。より遅いキロヘ
ルツの繰り返しレーザを使用する場合、望ましい遅延時間は、マイクロ秒領域に入る可能
性さえある。そして、そのようなハードウェアは、対象の方法（方法およびそのようなハ
ードウェアの両方とも、これまで知られていなかったと信じられている）を実行するのに
独自に適するが、他の用途にも使用する可能性がある。
【００９０】
　図６Ｃに示す実装では、レーザ２０１０からのビーム２０１２を、ビームスプリッタ２
０７０によって二つの光路に分割することができる。ビームスプリッタ２０７０は、二つ
の光路間に不均等にビーム２０１２を分割し得る。例えば、ビーム２０１２のエネルギー
の７０％を、第１の光路に沿って（例えば、ビーム２０１６として）向けることができ、
ビーム２０１２のエネルギーの３０％を、第２の光路に沿って（例えば、ビーム２０１８
として）向けることができる。別の例として、ビーム２０１２のエネルギーの６０％を第
１の光路に沿って向けることができ、ビーム２０１２のエネルギーの４０％を第２の光路
に沿って向けることができる。さらに別の例として、ビーム２０１２のエネルギーの８０
％を第１の光路に沿って向けることができ、ビーム２０１２のエネルギーの２０％を第２
の光路に沿って向けることができる。ビームスプリッタ２０７０は、誘電体ミラー、スプ
リッタキューブ、金属被覆ミラー、ペリクルミラーまたは導波路スプリッタを含むことが
できる。ビーム２０１２が光パルスを含む場合の実装では、ビームスプリッタ２０７０は
、光パルスを広げないように二つの光路間にビーム２０１２を分割する、無視できる程度
の分散の光学部品を含むことができる。図６Ｃに二重矢印で示すように、一次ビーム２０
１２からビームスプリッタ２０７０によって取り出された調査ビーム２０１６の経路は、
「ポンプ」ビーム２０１８に対する到着タイミングを相対的に変更するため延長または短
縮することができ、各ビームは、様々なミラー要素２０７２を使用して方向転換または照
準を合わせることが示されている。別の手法（上記）では、光学遅延成分および／または
他の光学経路に光ファイバを使用する（例えば、米国特許第６８１９８４４号明細書に提
示があり、そのような説明の全体を参照により本明細書に援用する）。
【００９１】
　検出器２０４０および／または光子計数システム２０４４からの出力は、電子装置２０
４８に入力することができる（例えば、図６Ａおよび６Ｂを参照のこと）。電子装置２０
４８は、計算装置、コンピュータ、タブレット、マイクロコントローラまたはＦＰＧＡと
することができる。電子装置２０４８は、プロセッサ、処理電子機器、制御電子機器、処
理／制御電子機器、または一つもしくは複数のソフトウェアモジュールを実行するように
構成され得る電子機器を含む。オペレーティングシステムを実行することに加えて、プロ
セッサは、ウェブブラウザ、電話アプリケーション、電子メールプログラム、または他の
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任意のソフトウェアアプリケーションを含む一つまたは複数のソフトウェアアプリケーシ
ョンを実行するように構成され得る。電子装置２０４８は、本明細書で論じる方法を、例
えば、ＲＡＭ、ＲＯＭ、ＥＥＰＲＯＭ、等のような機械可読非一時的記憶媒体に含まれる
命令を実行することにより、実装できる。電子装置４８は、ユーザと対話するための表示
装置および／またはグラフィックユーザインタフェースを含むことができる。電子装置２
０４８は、ネットワークインタフェースを介して一つまたは複数の装置と通信することが
できる。ネットワークインタフェースは、有線または無線接続などの通信が可能な送信機
、受信機、および／もしくはトランシーバを含むことができる。
【００９２】
　システム２１００’’の別の潜在的な態様は、初期ビームスプリッタが動作する方法に
関する。すなわち、分割を不均等（例えば、７０～３０％、８０～２０％、６０～４０％
もしくはその間の任意の範囲、例えば、６０～９０％を一の経路にかつ４０～１０％を別
の経路に、また、これらの範囲外でも同様）とし、ポンプビームに電力の大半を、プロー
ブビームにその残りを送信し得る。例えば、分割は、ポンプおよびプローブのそれぞれに
対して、６０～７０％対４０～３０％、７０～８０％対３０～２０％、８０～９０％対２
０～１０％、または９０～９９．９９９％対１０～０．００１％であり得る。異なる実施
形態では、例えば、プローブビームは０．００１％～４９．９９％とし、一方、ポンプビ
ームは５０．００１％～９９．９９９％とし得る。二つのビームの合計は、１００％また
はそれに近い値にし得る。分割は、特性評価する特定の物質システムによって決まる場合
もある。そのようにする価値は（少なくとも部分的には）、以下に説明するように、物質
の充電に続くＳＨＧ調査に関与する電力を望ましくは低減または最小化する、図１０およ
び１１に示すような方法を容易にするのを補助し得ることである。さらに別の側面として
、ポンプビームおよびプローブビームを異なる角度で採り入れることである。このような
手法により、ポンプおよびプローブのＳＨＧ応答を別々に測定することが容易になる。そ
のような場合、二つの検出器を、各反射ビーム経路に対して一つ使用すると有利な場合が
ある。
【００９３】
　示した実施形態は、様々な他の任意の光学系によって、区別される。例えば、実施例２
１００および２１００’は、レーザ２０１０から直接に反射された放射と同軸のＳＨＧ信
号を選択的に通過させる二色性反射もしくは屈折フィルタ２０８０を含むことを示す。あ
るいは、プリズムを使用して、より弱いＳＨＧ信号を、何桁もより強い反射一次ビームか
ら区別する可能性がある。しかし、プリズムを使用する手法は誤整列に非常に敏感である
ことが判明しているため、上記の二色性システムが好ましい場合がある。他の選択肢には
、回折格子またはペリクルビームスプリッタの使用が含まれる。システム２１００に示す
ように、集束および平行／円柱構造光学系のための光束２０８２を設けてもよい。システ
ム２１００’に示すように、フィルタホイール２０８４、ズームレンズ２０８６、および
／または偏光子２０８８をシステムで使用してもよい。また、システム２１００’に示す
ように、角度（または円弧型）回転調整（検出器に対応する調整を伴うもの）およびイン
ライン光学用部品が望ましい場合もある。また、追加の放射源２０９０（指向性ビーム２
０９２を放出する図示のレーザであれ、発散するもしくは光学的に平行な、または集束し
たパルス２０９４を放出するＵＶフラッシュランプであれ）をシステムに組み込んで、２
０１４年４月１７日出願の米国仮出願第６１／９８０８６０号明細書「ウエハ計測技術」
の第Ｉ節「ポンプおよびプローブ型ＳＨＧ計測」に関連し上記で参照したような特徴、お
よび／または以下の方法における初期充電／飽和を提供してもよい。
【００９４】
　これらのシステムでは、レーザ２０１０は、約７００ｎｍ～約２０００ｎｍの波長範囲
で約１０ｋＷ～１ＧＷのピーク電力を有するものの、平均で約１００ｍＷ未満の電力を供
給し得る。様々な実施形態では、１０ｍＷ～１０Ｗの平均電力で十分であろう。追加の光
源２０９０（別のレーザであれ、またはフラッシュランプであれ）は、約８０ｎｍ～約８
００ｎｍの波長範囲で約１０ｍＷ～１０Ｗの平均電力を供給して動作し得る。しかし、上
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記の範囲外の値も可能である。
【００９５】
　他のシステムの選択肢に関しては、ＳＨＧ信号は、それを生成する反射ビームと比較し
て弱いので、ＳＨＧ計数の信号対ノイズ比を改善することが望ましい。光子計数ゲート時
間が、本明細書に記載の遮断および／または遅延プロセスのために減少するにつれて、改
善がさらに有用になる。使用する可能性のあるノイズを低減する一つの方法は、検出器を
積極的に冷却することである。冷却により、熱ノイズのためランダムに発生する光子の誤
検出を低減できる。これは、液体窒素やヘリウムなどの極低温流体、またはペルチェ装置
を使用した固体冷却を使用して行うことができる。その他の改善分野には、シャッタース
ピードに関連するマルクスバンク回路（ＭＢＣ）の使用が含まれる可能性がある。
【００９６】
　これらの改善を、図６Ａ～６Ｃの任意のシステムに適用し得る。同様に、システム２１
００および２１００’に関連する上記の機能のいずれかまたは全てを、システム２１００
’’に組み込んでよい。実際、すべてのシステム間で機能または部品を組み合わせること
を企図している。
【００９７】
　対象の方法を実行するこのようなシステムを用い、これまで不可能だった種々の決定を
、レーザ遮断および／または遅延に関する技術を利用して行うことができる。図７は、そ
のような可能性を表すプロセスマップまたは決定ツリー２２００を示す。すなわち、いわ
ゆる検出される問題２２１０について、欠陥（結合ボイド、もしくは転位、結晶起源粒子
（ＣＯＰ）等の拡張欠陥）、および汚染物質（例えば点欠陥への銅もしくは他の金属の混
入またはそれらのクラスター形態）間の解析ができる。欠陥に関して、欠陥の種類２２２
２および／または欠陥の定量化２２２４（例えば、密度または程度）の決定が可能である
。汚染物質に関して、汚染物質の種または種類２２３２および／または汚染物質の定量化
２２３４の決定が可能である。欠陥および汚染物質間のそのような解析および種の識別に
ついて、電荷キャリアの寿命、トラップエネルギー、トラップ捕獲断面積および／または
トラップ密度を決定し、次にこれらをルックアップテーブルもしくはデータベースの値と
比較することに関係して実行し得る。基本的に、これらのテーブルまたはデータベースに
は、対象の方法によって特性評価されるような物質の性質のリストが含まれ、次に、指定
した性質を、特定の欠陥または汚染物質に対応するテーブルもしくはデータベースの入力
と照合する。
【００９８】
　トラップ捕獲断面積およびトラップ密度を、必要に応じて、検出した充電速度に関連し
て、観測し得る。電荷キャリアの寿命およびトラップエネルギーの決定についてＩ．Ｌｕ
ｎｄｓｔｒｏｍの業績に基づく次式が、指針を提供する。
【数２】

ここで、τは、トラップ放電のトンネル機構のためのトンネル時定数、Φｒはトラップエ
ネルギーを表し、ＥＯＸは界面での電場の強さを示し、残りの式の変数および状況は、Ｉ
．Ｌｕｎｄｓｔｒｏｍ著、ＪＡＰ、ｖ．４３、ｎ．１２、ｐ．５０４５，１９７２、に記
載があり、その主題の全体を参照により援用する。
【００９９】
　いずれの場合でも、調査対象試料から得た減衰曲線データを使用して、物理モデルおよ
び関連する数学を利用することにより、トラップエネルギーおよび電荷キャリア寿命のパ
ラメータを決定できる。図８Ａおよび８Ｂに示されているような曲線２３００、２３００
’の代表的な組を、上記の式から計算することができる（図８Ｂは、図８Ａのデータの一
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部を強調表示または拡大したものである）。
【０１００】
　これらの曲線は、時定数（縦軸）および誘電体厚（横軸）との関係を、異なるトラップ
または障壁エネルギーについて示す。縦軸は、ナノ秒（１Ｅ－９秒）まで小さくなる超高
速時間スケールを含む。横軸は、トンネル距離（または誘電体厚、本例では両方の用語は
概して同等）である。異なる曲線は、定常障壁エネルギーの線である。例えば、図８Ｂで
は、リストにある障壁エネルギー０．７ｅＶのエネルギー深さのトラップに捕捉された電
子は、誘電体の厚さが４０オングストローム（Å）の場合、約１Ｅ－５秒のデトラップ時
定数を示す。
【０１０１】
　ポアソン／輸送ソルバを用いたさらなるモデル化を行うことができ、ＭＯＳのような構
造およびより新奇な装置のトラップ密度を電荷キャリア寿命および公知のトラップエネル
ギーを使用して決定できる。具体的には、フェムト秒の光パルスによる光注入電流により
、誘電体伝導帯に到達する電荷キャリアのバーストを誘導する。この電流の平均値は、そ
の領域のキャリア濃度および寿命に関連づけることができる。界面全体の電場は、ＳＨＧ
がこれらの現象を測定するための代理になる。
【０１０２】
　図８Ａのプロットにおいて、２０Åの酸化物は、約３ｅＶのエネルギーを有するトラッ
プに対して１ｍ秒の放電時定数を有することが観測できる（破線を参照）。対象のシステ
ムでの使用例に当該プロットを関連付けるため、レーザ励起を遮断後、２０Åの酸化物を
調査すると仮定する。図８Ｂに示すように（強調表示の箱を参照）、結果は１μ秒から約
１ｍ秒までの観測可能な電流となり、その後すべての電流は消滅する。
【０１０３】
　本出願で論じる減衰曲線は、異なるエネルギーおよび異なる緩和／再結合時定数を有す
るトラップからの複数プロセス（例えば、電荷緩和、電荷再結合、等）の結果物であり得
る。それにもかかわらず、様々な実施形態では、減衰曲線を、一般的に、指数関数ｆ（ｔ
）＝Ａｅｘｐ（－λｔ）＋Ｂと表せる。ここで、Ａは減衰振幅、Ｂは基準オフセット定数
、およびλは減衰定数である。この一般的な指数関数を使用して、実験的に得られた減衰
データ曲線から「減衰の程度」を概算することができる。様々な実施形態において、半減
期ｔ１／２、平均寿命τ、および減衰定数λを使用して、減衰曲線（実験的またはシミュ
レーションによって得られる）の減衰の程度を特性評価することが可能である。例えば、
パラメータＡ、Ｂ、およびλは、以下で説明するように、実験的に取得した減衰データ点
から取得できる。平均寿命τは、その後、定性的に部分または完全崩壊と呼ぶものについ
て基準を設定する方法としての放射性崩壊の理論を利用して、Ａ、Ｂ、およびλから計算
することができる。例えば、いくつかの実施形態では、τを、式（ｔ１／２）／（ｌｎ（
２））で与えることができる。
【０１０４】
　様々な実装において、充電状態は、平均寿命τの３倍の期間後に完全に減衰したと考え
ることができ、それは完全飽和から～９５％の減衰に対応する。部分減衰は、特平均寿命
τのある特定の倍数が経過した後の信号で表すことができる。
【０１０５】
　動作において、システムは、少なくとも部分的には、対象の方法に基づいて、ウエハの
一部（例えば、ダイサイズ部分）またはウエハ全体の、一点ごとに、パラメータ（例えば
、キャリア寿命、トラップエネルギー、トラップ断面積、電荷キャリア密度、トラップ電
荷密度、キャリア注入エネルギーしきい値、電荷キャリア寿命、電荷蓄積時間、等）を決
定する。ウエハ全体（物質、表面積、および必要なスキャン密度に応じて）を、多くの場
合、約１０分未満でスキャンでき、これらのパラメータをスキャンした各点に対して決定
できる。様々な実施形態で、ウエハの一つの場所を、約１００ｍ秒～約３秒の時間間隔で
スキャンすることができる。例えば、ウエハの一つの場所を約９５０ｍ秒でスキャンでき
る。
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【０１０６】
　決定したパラメータの空間的分布を含む行列データについて、各パラメータの定量的検
査、フィードバック、および報告の手段として、個々に色分けされたヒートマップまたは
等高線マップにプロットすることができる。図９は、そのようなマップ２４００を示す。
それは、欠陥２４０２が描写される可能性がある方法を示す。図７のさらに洗練した対象
事項について、いずれの表示も可能である。定量的なデータが一度得られれば、そのよう
な出力を提供することは、単なるプロットプログラム／スクリプトのコードを変更するだ
けの問題である。
【０１０７】
　そのような情報および／または他の情報について、以下の処理をして、コンピュータモ
ニタもしくは専用システム・ディスプレイに表示することができ、および／または、後の
分析で参照または使用するためにデジタルメディア上に記録することができる。加えて、
各ウエハの空間分布について、層の厚さのばらつきを補正するために、偏光解析データを
参照し相互相関させ、かつ、例えば、全反射Ｘ線蛍光（ＴＸＲＦ）、飛行時間二次イオン
質量分析（ＴＯＦ－ＳＩＭＳ）などで得た独立した汚染特性データと相互較正させること
ができる。次に、これらの初期または修正された空間分布を、仕様の範囲内であることが
わかっているウエハの空間分布と比較して、問題の試料にさらなるテストが必要な欠陥ま
たは問題のある特徴があるかどうかを判断できる。しかしながら、一般に、低コストのＳ
ＨＧ、および本明細書の他の方法であってＴＸＲＦ等のような遅くて高価な直接法を用い
てまたはそれに対して較正されたものを使用することが望ましい。
【０１０８】
　人間の決定は、当初、どんなウエハを許容しまたは不満足とするかの基準を決定する際
に、ツールが正しく較正されウエハに自律的にフラグを立てることができるようになるま
で、使用する可能性がある（例えば、生成されたヒートマップ２４００検査において）。
工場内の十分に特性評価したプロセスの場合、人間の決定が唯一必要となるのは、フラグ
の立ったウエハの特性に基づいて、歩留まりに関するシステム的な問題の根本原因を特定
するためであろう。
【０１０９】
　どのように実装しても、図１０は、本明細書の第１の方法の実施形態を説明するプロッ
ト２５００を提供し、このような決定を行う際に使用することができる。この方法は、以
下で説明および図示する他の方法と同様に、調査レーザを一定期間開閉する複数のシャッ
ター遮断イベントを用いてＳＨＧ応答を特性評価することに依拠する。
【０１１０】
　この第１の例では、調査すべき試料の部分を飽和する（通常は、レーザにより）まで充
電する。この例では、ポンプビームおよびプローブビームとして生成するために単一の光
源を使用するが、他の実施形態では、別々のポンプおよびプローブ光源を使用することが
できる。その間、ＳＨＧ信号を監視することができる。飽和レベルは、物質の特性評価お
よび／または充電に関連するＳＨＧ信号強度（Ｉｃｈ）の漸近的挙動の観測によって知る
ことができる。飽和に達すると（またはその後）、レーザ（ポンプビーム）からの電磁放
射を、試料部分から遮断する。レーザ（プローブビーム）を、選択した期間（ｔｂｌ１）
開閉する。開閉が停止した後、表面を露光するレーザ（プローブビーム）を使用してＳＨ
Ｇ強度測定（Ｉｄｃｈ１）を行い、最初の放電点での電荷の減衰を観測する。再び、物質
部分を一定期間（ｔｃｈ）にわたって飽和状態に充電（ポンプビームを使用）した後、第
２の遮断イベントを第１の遮断イベントとは異なる時間（ｔｂｌ２）発生させ、複合減衰
曲線に沿った別の点を特定する。レーザ（プローブビーム）の遮断を解除すると、ＳＨＧ
信号強度（Ｉｄｃｈ２）を再度測定する。この減少した信号は、第２の開閉イベントまた
は遮断間隔での電荷の減衰を示す。レーザ（ポンプビーム）によって再び飽和状態に充電
すると、第３の異なる時間の遮断イベント（ｔｂｌ３）が続き、その後ＳＨＧ調査および
信号強度測定（Ｉｄｃｈ３）を行うことによって、ＳＨＧ強度に関連した電荷減衰の第３
の測定を行う。



(31) JP 2021-530670 A 2021.11.11

10

20

30

40

50

【０１１１】
　上記の例では、試料を飽和レベルに充電するが、他の例では、試料を飽和以下の充電レ
ベルに充電してよい。上記の例では、三つの遮断時間ｔｂｌ１、ｔｂｌ２、およびｔｂｌ

３は異なるが、他の例では、三つの遮断時間ｔｂｌ１、ｔｂｌ２、およびｔｂｌ３を同じ
にしてよい。様々な例において、試料を最初にある充電レベルまで充電でき、ＳＨＧ強度
測定値（Ｉｄｃｈ１）、（Ｉｄｃｈ２）および（Ｉｄｃｈ３）を、最初の充電イベント後
の異なる時間間隔で取得できる。
【０１１２】
　上記を参照すると、この三点（Ｉｄｃｈ１、Ｉｄｃｈ２およびＩｄｃｈ３に対応する）
を、複合電荷減衰曲線を構築するために使用できる。それを、本明細書では、その構成要
素が複数の関連する事象に由来するという意味で、「複合」曲線と呼ぶ。そして、さらに
繰り返して（異なる開閉時間を使用してより多くの減衰曲線データ点を生成する可能性、
または確実性を確認するため、および／もしくは選択された点の測定から誤差を取り除く
ため同一関係のタイミングを使用する可能性がある）行い、四つまたはより多くの遮断後
検出というサイクルを使用する可能性があるが、そのようなサイクルをわずか二回のみ使
用する可能性があることに注意する必要がある。減衰関連データの一点は、意味のある減
衰曲線の特性評価を提供しないが、曲線をモデル化または外挿して特定の線を定義する二
点は、有用性を提供し、指数関数減衰フィッティングのための三つ以上の点は、より良い
精度で近似値を生成する。別の言い方をすれば、任意の簡単な減衰運動は（例えば、分散
型輸送物理学で延長されなければ）次のような一般式を有する。Ｍｅａｓｕｒａｂｌｅ（
ｔ）＝Ｍ０＊ＥＸＰ（－ｔ／ｔａｕ）。そこで、二つの未知パラメータＭ０およびｔａｕ
を求めるために、単純な運動学を仮定すると、少なくとも２点が必要である。分散（すな
わち、非線形）運動では、ｎ点を測定しその近似の次数に適したモデルを適用する場合、
（ｎ－１）次の補正パラメータを抽出するためできるだけ多くの点を測定することが望ま
しい。また、その測定値の組について、特定の種類の欠陥に割り当てるｔａｕに関し実に
実用的かつ正確となるように、さまざまな電場（Ｅ）に対して測定する。
【０１１３】
　上記方法では、いくつかの時点で測定値を得ることにより、パラメータ対時間（例えば
、界面リーク電流または占有トラップ密度対時間）の運動曲線を提供することができる。
時定数（τ）を、パラメータ対時間の運動曲線から抽出できる。時定数は、特定の種類の
欠陥の時定数特性に起因する可能性がある。
【０１１４】
　いずれの場合においても、減衰に依存するデータ取得の前に、調査（またはプローブ）
レーザで物質を飽和させながらＳＨＧデータ取得を行ってもよい。しかし、充電は必ずし
も飽和状態になるとは限らない（例えば、上記の注意のように）。充電レーザの遮断前に
必要な測定をしないだろう。さらに、充電は必ずしも調査／プローブレーザを用いて行う
とも限らない（例えば、任意選択の、上記引用したポンプ／プローブレーザ方法論を参照
のこと）。
【０１１５】
　それとは関係なく、一つの試料位置での対象テスト後、試料物質を、通常、同一の（ま
たは類似の）テストのため別の部分に場所を移動、または一定移動する。このようにして
、試料物質の複数の部分またはすべての部分であっても、上記のようにウエハ全体をスキ
ャンする際に調査および定量化することができる。
【０１１６】
　図１１およびプロット２６００は、スキャンにより電荷減衰関連データを取得するため
の代替（または補完手法）例を示す。この方法では、最初に飽和状態に充電した後、複数
の遮断時間間隔（ｔｂｌ１、ｔｂｌ２、ｔｂｌ３）にわたる連続（または少なくとも半連
続）放電について、異なるＳＨＧ強度（Ｉｄｃｈ１、Ｉｄｃｈ２、Ｉｄｃｈ３）を測定す
る調査またはプローブレーザからのレーザパルスによって調査する。調査／プローブレー
ザからのレーザパルスの強度および／または周波数を、調査／プローブレーザの平均電力
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について遮断時間間隔間に妥当なＳＨＧ信号を得つつ物質の再充電を回避するため低減す
る、ように選択する。そうするため、わずかに１～３個のレーザパルスを適用することも
あり得る。そのように（数および／または電力において）低減するので、調査またはプロ
ーブレーザパルスから惹起される物質励起は、無視するか、または較正および／もしくは
モデル化時の配慮により考慮することができる。
【０１１７】
　様々な実施形態では、別個のポンプ源を、充電のために使用することができる。しかし
、いくつかの実施形態では、プローブビームを使用して試料を充電することができる。
【０１１８】
　いずれの場合においても、パルス間の遅延について、同一もしくは予想される過渡電荷
減衰プロファイルまたは他の実用的な理由を考慮して調整できる。同様に、遅延を「開閉
」または「遮断」の点から説明したが、図６Ｃに関連して上記で論じたように、遅延につ
いて、一つまたは複数の光学遅延線を使用して生成し得ることを理解すべきである。さら
に、図１０に関連して論じた遮断／開閉についても同じことが当てはまり得る。
【０１１９】
　また、上記のように、図１１について、遮断回数もしくは遅延時間またはイベントに種
々の変更を加えて実施することができる。また、ＳＨＧ信号を、飽和までの充電している
間に測定する場合としない場合がある。いずれの場合でも、図１１の方法を、最終的な開
閉期間でＳＨＧ信号が０になるように（図示の通り）実施することができる。これを確認
するには、同じ位置で充電強度（Ｉｃｈ）を測定するモードでこの方法を繰り返すか、ま
たは単に、飽和状態まで（再）充電する際にＳＨＧ信号を観測する。
【０１２０】
　図１２Ａ～１２Ｅは、対象ハードウェアを使用して減衰に関連するデータ点を得る方法
に関して有益である。図１２Ａでは、一連のレーザパルス２７０２であって、その中間ま
たは交互のパルスが、所謂「パルスピッキング」手法の遮断ハードウェア（例えば、上述
したような）によって遮断された図２７００を示す。与えられた時間間隔にわたって、個
々のパルスを通過させ（実線で示す）、他のパルスを遮断する（破線で示す）ことが可能
である。
【０１２１】
　図１２Ｂは、ＳＨＧ調査のための遮断技術の分解能について、プローブレーザの繰り返
し（ＲＥＰ）により制限することができる方法を示す図２７１０を提供する。具体的に、
減衰曲線２７１２のような減衰曲線を呈するとき、図１２Ａと同一時間スケールで動作す
るように示したレーザパルスを使用して、パルスを交互に遮断することで時間遅延プロフ
ァイルを分解することが可能である。ただし、より短い曲線２７１４は、このような状況
下で分解または観測することができない。そのため、光学遅延段を使用すると、さらに有
効である。
【０１２２】
　次に、図１２Ｃの図２７２０は、試料の充電に関連する基準時に対する遮断および遅延
導入により、レーザの繰り返し速度に対する曲線の減衰時間に関して、有用な重複領域を
提供できる方法を（グラフィカルおよびテキストで）示す。また、遅延段のみにより減衰
曲線の調査が可能な短い時間範囲、ならびにポンプおよび／またはプローブビームの遮断
のみが実用的なより長い時間範囲がいかに存在するか、についても示す。
【０１２３】
　図１２Ｄおよび１２Ｅは、さらに、遮断／遅延を組み合わせた装置の効用を示す。図２
７３０は、個々のレーザパルス２７０２によって生成されるＳＨＧ信号の例を示す。遅延
段のみを使用すると、そのような各パルス間の範囲（Ｘ）のみについて、光学遅延を変化
させることによって調査し得る。対照的に、範囲（Ｙ）にわたる追加の使用を、遅延段、
およびチョッパー、シャッター、もしくは変調器などの遮断またはシャッター手段を組み
合わせたシステムで達成し得る。図２７４０に示すように、このようなシステムにより、
１～数パルス時間の範囲の減衰曲線（および関連する時定数）を測定できる。



(33) JP 2021-530670 A 2021.11.11

10

20

30

40

50

【０１２４】
　図１３は、本明細書の第３の方法の実施形態を示す図２８００を提供する。この実施形
態は、図１１と、以下の点を除いて類似する。つまり、その放電電流（Ｊｄｃｈ１、Ｊｄ

ｃｈ２、Ｊｄｃｈ３）について、物質をレーザで充電（必要に応じてそのＳＨＧ強度（Ｉ

ｃｈ）信号を監視もしくは捕捉する）または他の電磁放射源で充電してから試料へのレー
ザ適用を遮断もしくは他の方法で停止することによって、放電を可能にした後の時間間隔
（例えば、基本的に、線形時間に対するログ時間スケールに従う、ｔｉ＝ｔ０、２ｔ０、
３ｔ０、７ｔ０、１０ｔ０、２０ｔ０、３０ｔ０、７０ｔ０、ここで、ｔ０は、約１０－

６秒または１０－３秒のスケールパラメータであって、測定が開始された時刻）に測定す
ることを除いて、類似する。この手法により、基板内のｅ－ｈプラズマが減衰した後、放
電電流が見られ始める瞬間によって、基板内の移動キャリア寿命を推定できるため、ウエ
ハの重要な物理的パラメータが得られる。そして、キャリア寿命を決定した後、電流の放
電について、放電された電荷をＳＨＧ計測から得たのと同じ方法で、その時間依存性（つ
まり、電荷減衰に関する運動学）を解釈できる。
【０１２５】
　様々な実施形態を使用して、ある範囲の値の（減衰などの）時定数を測定することがで
きる。例えば、時定数は、０．１フェムト（ｆ）秒～１ｆ秒、１ｆ秒～１０ｆ秒、１０ｆ
秒～１００ｆ秒、１００ｆ秒～１ピコ（ｐ）秒、１ｐ秒～１０ｐ秒、１０ｐ秒～１００ｐ
秒、１００ｐ秒～１ナノ（ｎ）秒、１ｎ秒～１０ｎ秒、１０ｎ秒～１００ｎ秒、１００ｎ
秒～１マイクロ（μ）秒、１μ秒～１００μ秒、１００μ秒～１ミリ（ｍ）秒、１ｍ秒～
１００ｍ秒、１００ｍ秒～１秒、１秒～１０秒、もしくは１０秒～１００秒の間、または
それ以上もしくはそれ以下の範囲となり得る。同様に、例えば、プローブおよびポンプ（
またはポンプおよびプローブ）間の時間遅延（Δ）は、例えば、０．１ｆ秒～１ｆ秒、１
ｆ秒～１０ｆ秒、１０ｆ秒～１００ｆ秒、１００ｆ秒～１ピコ（ｐ）秒、１ｐ秒～１０ｐ
秒、１０ｐ秒～１００ｐ秒、１００ｐ秒～１ナノ（ｎ）秒、１ｎ秒～１０ｎ秒、１０ｎ秒
～１００ｎ秒、１００ｎ秒～１マイクロ（μ）秒、１μ秒～１００μ秒、１００μ秒～１
ミリ（ｍ）秒、１ｍ秒～１００ｍ秒、１００ｍ秒～１秒、１秒～１０秒、もしくは１０秒
～１００秒の間となり得る。これらの範囲外の値もあり得る。
【０１２６】
　様々な物理的手法を使って、図１３の方法の実行に最適なシステムを提供できる。特に
、当該方法を上記のように変形する可能性がある。そのような手法の二つについて、図１
４Ａおよび１４Ｂに示す。
【０１２７】
　システム２９００および２９００’は、ゲート電極２９１０および２９２０を使用し、
それぞれは可視光領域で透明な導電性物質からなる。そのような電極は、検査対象ウエハ
２０２０に接触する可能性があるが、それらは最小距離だけ離れる可能性もあり、必ず接
触するというわけではない。さまざまな実装において、誘電体の電場を、静電容量－電圧
曲線（ＣＶ曲線）のＡＣ測定を使用して電極－誘電体－基板構造パラメータを抽出するこ
とによって推定できる。ＣＶ曲線測定は、対象のツールに物質試料を接続し、市販の標準
ＣＶ測定装置を使用して実行できる（例えば、電圧印加により、誘電体に約０．１ＭＶ／
ｃｍ～約５ＭＶ／ｃｍの電場を提供できる）。ウエハを、電気的基板接点が提供される導
電チャック２０３０上に保持すればよい。ゲート電極の別の代替構造として、１０～３０
Åの厚さのガラス上の極薄のＡｕ膜またはＡｌ膜があり、薄い半透明の金属層による一部
の光子の吸収により感度が低下する可能性がある。
【０１２８】
　しかし、電極２９１０および２９２０は、吸収の問題を呈さない（もっとも、較正によ
って解決できるかさもなければシステム内で考慮し得る、屈折に基づく考察は生じるかも
知れないが）。これらの電極は、電気的接点２９３２に接続されたＺｎＯ、ＳｎＯなどの
物質で作られた透明な導体ゲート層２９３０を含み得る。反射防止上層コート２９３４を
構造に含んでよい。ゲート層２９３０を、図示のように、厚さ（Ｄｇｃ）の誘電体（Ｓｉ
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Ｏ２）で作られた透明キャリア２９３６上に設置し得る。様々な実施形態では、透明キャ
リアは、非接触電極用のゲートとして使用する絶縁体を含み、当該非接触電極は、２０１
４年４月１７日出願の米国仮出願第６１／９８０８６０号明細書「ウエハ計測技術」の第
ＩＶ節「電場バイアスＳＨＧ技術」に記載されたものと同様の電気的測定を行うために、
例えば、容量結合を使用することができる。ウエハを入射レーザ放射から充電すると、そ
の一つまたは複数の界面の両端にかかる電場が変化し、ウエハの層は、平板コンデンサと
同様に、電極内のプレートと容量結合することになる。電極の充電には、電流として測定
される電荷キャリアの移動が伴う。
【０１２９】
　Ｄｇｃについて、非侵襲的手法を用いて、半導体基板上のＣＶ曲線を測定することによ
って較正し、印加電圧が既知の場合、電場（Ｅ）の計算に使用するであろう。ゲートおよ
び試料間の間隙距離が無視できる場合は、エアギャップの可能性がある。あるいは、電極
は、エアギャップまたは誘電体によって分離されるのではなく、試料と直接接触する可能
性もある。したがって、通常のＣＶまたはＩＶ測定を、様々な実施形態で実行し得る。
【０１３０】
　あるいは水およびＳｉＯ２間の屈折率が接近しているので、間隙を脱イオン水で充填す
ると、悪影響（または少なくとも対処することができないもの）がなく、境界層の反射を
低減するのに有用な場合がある。脱イオン（またはクリーンルーム級の）水は、電気的に
敏感で化学的に純粋な基板ウエハの周囲の清浄度を維持できる。脱イオン水は、実際、通
常の水よりも導電性が低い。
【０１３１】
　図１４Ｂに、キャリアまたはゲートホルダー２９３８の構成に差を有する関連の構造を
示す。ここでは、それをリングとして構成し、ＭＥＭＳ技術を使用して、中央をエッチン
グし電極の周囲に物質を突出するように残すことによって、最適に形成する。しかし、い
ずれにせよ、レーザおよびＳＨＧ放射が通過する必要がある大きな空き区域のため、同区
域を上記のようにＤＩ水で満たすことが特に望ましい場合がある。
【０１３２】
　それとは関係なく、電極２９１０、２９２０の全体構造において、各実施形態は、通常
、使用中の物質の励起放射線に対して静止しているであろう。使用の前後に、電極構造を
、ロボットアームまたは運搬装置（図示せず）によって収納し得る。
【０１３３】
　上記の通り、様々な実施形態の電極について、電流の測定などの電気的測定を実行する
ためウエハに直接接触する。しかしながら、例えば、試料と容量的に結合した電極を使用
するなど、電流を測定する非接触の方法も使用できる。
【０１３４】
　本明細書で説明するシステムおよび方法について、試料（例えば、半導体ウエハまたは
その一部）を特性評価するために使用できる。例えば、本明細書に記載のシステムおよび
方法を使用して、上記のように試料中の欠陥または汚染物質を検出できる。本明細書に記
載のシステムおよび方法について、半導体ウエハの製造または生産中に試料を特性評価す
るように構成できる。したがって、システムおよび方法を、半導体製造施設の半導体製造
ラインに沿って使用できる。本明細書に記載のシステムおよび方法を、半導体製造／生産
ラインと統合できる。本明細書に記載のシステムおよび方法について、自動化されたウエ
ハ処理機能を備えた半導体製造ラインに統合できる。例えば、システムには、フロントオ
ープニングユニファイドポッド（ＦＯＵＰ）などのウエハカセットを受け入れる機器フロ
ントエンドモジュール（ＥＦＥＭ）を取り付けることができる。これらのカセットのそれ
ぞれを、人間のオペレーターによって、またはカセットを製造／生産ラインに沿ってプロ
セスからプロセスに移動する自動カセット処理ロボットによって、それらの機械に配送で
きる。
【０１３５】
　様々な実施形態では、システムについて、カセットを一度ＥＦＥＭ上に取り付けると、
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ＦＯＵＰが開き、そしてロボットアームがＦＯＵＰから個々のウエハを選択しシステムに
含まれる自動的に作動するドアを通って移動させ、遮光プロセスボックス、およびバイア
ス可能な真空チャックに入れるように構成できる。チャックは、試料をその上に置くこと
ができるように、ロボットアームと補完し適合するように設計することができる。この過
程のある時点で、ウエハをスキャナにかざして、固有のレーザ刻印を特定できる。
【０１３６】
　したがって、半導体製造／組み立てラインに統合されるように構成されたシステムは、
ＦＯＵＰまたは他の種類のカセットからの自動ウエハ操作能力、上記のようなＥＦＥＭへ
の統合、ロボット操作と互換性を持つ方法で設計されたチャック、ロボットの棒／アーム
の動作が可能なように開閉する自動遮光ドア、およびウエハのロード／アンロードおよび
ウエハ識別のためＥＦＥＭに信号を出すソフトウェアを有することができる。
【０１３７】
　（第ＩＩＩ部）
　図１５Ａおよび１５Ｂは、対象のシステムおよび方法で使用するために適したハードウ
ェアを示す。これについては、２０１４年４月１７日出願の米国仮出願第６１／９８０８
６０号明細書「ウエハ計測技術」の第Ｉ節「ポンプおよびプローブ型ＳＨＧ計測」に詳述
がある。他のシステムおよび方法の選択肢には、２０１４年４月１７日出願の米国仮出願
第６１／９８０８６０号明細書「ウエハ計測技術」の第ＩＩ節「電荷減衰測定のシステム
および方法」に詳述があるように、例えば、中間光学系、光学遅延線および必要に応じた
電極機能に関するものが含まれる。
【０１３８】
　図示のように、システム３０００には、真空チャック３０３０により保持された試料ウ
エハ３０２０に電磁放射の調査ビーム３０１２を向ける一次またはプローブレーザ３０１
０が含まれる。図１５Ｂに示すように、チャック３０３０は、ｘおよびｙステージ、なら
びに必要に応じて、レーザが向けられる場所に対してウエハ全体の試料位置３０２２を位
置決めするための回転ステージをも含むか、またはそれらのステージ上に設定される。ｘ
ｙステージにより、他のハードウェアを動かすことなく、複数のウエハ表面位置または場
所３０２２をスキャンすることが可能になる。回転ステージにより、必要に応じて、特性
評価する物質のひずみ、関連する欠陥または懸念領域など、結晶構造のＳＨＧに対する影
響を評価することが可能になる。さらなる任意の特徴、態様および／またはチャック３０
３０の用途について、本出願の他の場所に提示している。試料位置３０２２は、一つまた
は複数の層を含むことができる。試料位置３０２２は、少なくとも二つの層を含む複合基
板を含むことができる。試料位置３０２２は、二つの異なる物質間（例えば、二つの異な
る半導体物質間、不純物が異なる二つの半導体物質間、半導体および酸化物間、半導体お
よび誘電体物質間、半導体および金属、または酸化物および金属間）の界面を含むことが
できる。
【０１３９】
　システム３０００を使用したとき、検出器３０４０に向け反射された放射ビーム３０１
４は、ＳＨＧ信号を含むであろう。検出器３０４０は、光電子増倍管、ＣＣＤカメラ、ア
バランシェ検出器、フォトダイオード検出器、ストリークカメラ、およびシリコン検出器
のいずれであってもよい。システム３０００はまた、一つまたは複数のシャッター型装置
３０５０を含み得る。使用するシャッターハードウェアの種類は、レーザ放射を遮断する
、投棄する、または他の方法で試料位置から離れる方向に向ける時間枠に依存する。ポッ
ケルスセルまたはカーセルなどの電子光学遮断装置を使用して、非常に短い遮断期間（つ
まり、作動時間が１０－９～１０－１２秒程度の）を得ることができる。
【０１４０】
　より長い遮断時間間隔（例えば、約１０－５秒以上）のためには、機械的シャッターま
たはフライホイールのチョッパー型装置を用いる可能性がある。しかし、電子光学遮断装
置を使用すると、以下の方法に従って、より広範囲の物質をテストできるであろう。非常
に短い時間間隔、通常、ピコ秒からマイクロ秒程度で離散的に開閉することができる光子



(36) JP 2021-530670 A 2021.11.11

10

20

30

40

50

計数システム３０４４を使用して、時間依存信号の計数を解決することができる。より高
速な時間枠の場合、上記のように光学遅延線を組み込むことができる。
【０１４１】
　システム３０００には、ポンプ光源とも呼ばれる追加の電磁放射源３０６０を含めるこ
とができる。様々な実施形態において、放射源３０６０は、指向性ビーム３０６２を放出
するものとして示されるレーザ、または発散もしくは光学的にコリメートされたパルス３
０６４を放出するＵＶフラッシュランプであり得る。レーザ源の場合、そのビーム３０６
２は、ビーム３０１２と同一直線上であり得る（例えば、追加のミラーまたはプリズムな
どによって向きを変える）。光源３０６０の出力波長は、約８０ｎｍから約１０００ｎｍ
のどこであってもよい。この範囲のより短い波長（例えば、約４５０ｎｍ未満）を使用す
ると、より長い波長よりも少ない光子を使用して、かつ／またはより低いピーク強度で電
荷励起を駆動することが可能である。
【０１４２】
　フラッシュランプの場合、１フラッシュ当りのエネルギー、またはフラッシュ時の電力
レベルは、基板物質に依存する可能性がある。１フラッシュ当りの総エネルギー１Ｊ～１
０ｋＪを生成するフラッシュランプが、完全空乏型シリコン・オン・インシュレータ（Ｆ
Ｄ－ＳＯＩ）に適切であろう。ただし、パルスまたは定常的なＵＶ光源も使用可能であろ
う。ポンプの特性および用途における重要な要素は、電荷キャリアを調査対象の物質の誘
電体中に注入することである。適切なフラッシュランプのメーカーには、米国Ｈｅｌｌｍ
ａ社、および浜松フォトニクス株式会社が含まれる。
【０１４３】
　レーザを光源３０６０として使用する場合、ナノ秒、ピコ秒、またはフェムト秒、ある
いはより高速のパルスレーザ源のいずれであってもよい。連続固体レーザの可能性さえあ
る。様々な実施形態では、ポンプ源は波長を調整可能である。調整可能なレーザに関して
市販されている選択には、スペクトラ・フィジックス社のＶｅｌｏｃｉｔｙ、およびＶｏ
ｒｔｅｘ　Ｔｕｎａｂｌｅ　Ｌａｓｅｒがある。さらに、調整可能な固体ソリューション
を、ＬＯＴＩＳ社のＬＴ－２２ｘｘシリーズの固体レーザから入手できる。
【０１４４】
　レーザまたはフラッシュランプのいずれとして提供するにしても、ポンプ源３０６０は
、比較的高い平均電力を有するように選択し得る。これは、約１０ｍＷ～約１０Ｗが可能
であるが、より通常は、約１００ｍＷ～約４Ｗと調査物質に依存し（繰り返しになるが、
考慮すべきことは、電荷キャリアを物質の界面（例えば、誘電体界面）中に注入するよう
な、電荷キャリア移動度の誘導を保証することである）、物質固有の値であり得る。ポン
プ源３０６０の平均電力は、物質の光学的損傷のしきい値以下であるように選択される。
例えば、ポンプ源３０６０は、調査物質がシリコンを含む場合、シリコンの光学的損傷し
きい値を超えないように、平均光電力が１～２Ｗを有するように選択することができる。
【０１４５】
　プローブレーザ３０１０は、ナノ秒、ピコ秒、またはフェムト秒、あるいはより高速の
パルスレーザ源のいずれであってもよい。必要なピーク電力、波長、信頼性を有する、現
在市販のレーザの二つの選択肢は、ドープファイバーおよびチタンサファイア装置である
。コヒレント社のＶＩＴＥＳＳＥおよびスペクトラ・フィジックス社のＭＡＩ　ＴＡＩレ
ーザが好適なチタンサファイアの例である。フェムトレーザーズ社およびその他のメーカ
ーも、他の適切なチタンサファイア装置を製造する。適切なドープファイバーレーザを、
ＩＭＲＡ、ＯｎｅＦｉｖｅ、およびＴｏｐｔｉｃａ　Ｐｈｏｔｏｎｉｃｓが製造する。基
板物質およびポンプ種によっては、浜松など多くのメーカーのピコ秒、および／または、
ナノ秒レーザも、選択肢になる可能性がある。レーザ３０１０では、約１００ｎｍ～約２
０００ｎｍの波長範囲において約１０ｋＷ～１ＧＷのピーク電力で動作するが、電力供給
は平均で１５０ｍＷ未満となる可能性がある。
【０１４６】
　その他種々の任意の、いわゆる「中間」光学部品を、システム３０００で使用すること
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ができる。例えば、システムは、レーザ３０１０および／または光源３０６０から直接に
反射された放射と同軸のＳＨＧ信号を選択的に通過させる二色性反射もしくは屈折フィル
タ３０７０を含む可能性がある。あるいは、プリズムを使用して、より弱いＳＨＧ信号を
、何桁も強い反射一次ビームから区別することができる。しかし、プリズムを使用する手
法は誤整列に非常に敏感であることが判明しているため、上記の二色性システムが好まし
い場合がある。他の選択肢には、回折格子またはペリクルビームスプリッタの使用が含ま
れる。集束および平行／円柱構造光学系のための光束３０８０を設けてもよい。あるいは
、フィルタホイール３０９０、偏光子３０９２、および／またはズームレンズ３０９４の
装置もしくはアセンブリを、システムで使用することができる。また、角度（または円弧
型）回転調整（検出器に対応する調整を伴うもの）およびインライン光学用部品が望まし
い場合もある。
【０１４７】
　検出器３０４０および／または光子計数システム３０４４からの出力は、電子装置３０
４８に入力することができる。電子装置３０４８は、計算装置、コンピュータ、タブレッ
ト、マイクロコントローラまたはＦＰＧＡとすることができる。電子装置３０４８は、プ
ロセッサ、処理用電子機器、制御用電子機器、処理／制御用電子機器、または一つもしく
は複数のソフトウェアモジュールを実行するように構成され得る電子機器を含む。オペレ
ーティングシステムを実行することに加えて、プロセッサは、ウェブブラウザ、電話アプ
リケーション、電子メールプログラム、または他の任意のソフトウェアアプリケーション
を含む一つまたは複数のソフトウェアアプリケーションを実行するように構成され得る。
電子装置３０４８は、本明細書で論じる方法を、例えば、ＲＡＭ、ＲＯＭ、ＥＥＰＲＯＭ
、等のような機械可読非一時的記憶媒体に含まれる命令を実行することにより、実装でき
る。電子装置３０４８は、ユーザと対話するための表示装置および／またはグラフィック
ユーザインタフェースを含むことができる。電子装置３０４８は、ネットワークインタフ
ェースを介して一つまたは複数の装置と通信することができる。ネットワークインタフェ
ースは、例えば、有線イーサネット、ブルートゥース（登録商標）、または無線接続など
の通信が可能な送信機、受信機、および／もしくはトランシーバを含むことができる。
【０１４８】
　他の選択肢に関しては、ＳＨＧ信号は、それを生成する反射ビームと比較して弱いので
、ＳＨＧ計数の信号対ノイズ比を改善することが望ましい。光子計数システム３０４４の
光子計数ゲート時間が、本明細書に記載の遮断および／または遅延プロセスのために減少
するにつれて、改善がさらに重要になる。使用する可能性のあるノイズを低減する一つの
方法は、光子計数器を積極的に冷却することである。これは、液体窒素やヘリウムなどの
極低温流体、またはペルチェ装置を使用した固体冷却を使用して行うことができる。その
他の改善分野には、シャッタースピードに関連するマルクスバンク回路（ＭＢＣ）の使用
が含まれる可能性がある。さらに、システム３０００は、生産ライン環境内のインライン
に組み込むことができる。システム３０００に先行するまたは後続の生産ライン要素には
、エピタキシャル成長システム、リソグラフィおよび／または堆積（ＣＶＤ、ＰＶＤ、ス
パッタリング、等）システムのいずれも含まれ得る。
【０１４９】
　いずれの場合においても、図１６Ａおよび１６Ｂによって、対象のＳＨＧシステムで使
用する可能性がある目的特化のチャックハードウェアの第１の組の図を提供する。チャッ
ク３０３０は、ウエハ３０２０を真空または他の手段によって保持する。チャック３０３
０は導電性であり、電源に接続される。必要に応じて、容量結合プローブ３１００も、電
源３１２０に接続される。電源はコンピュータ制御であるか、または少なくともその出力
は、上記に要約したタイミングの理由でコンピュータによって調整される。プローブ３１
００も、同様に制御および／または監視することができる。それは、電源３１２０に接続
された容量性回路の一部であるという意味で制御されるであろう。それは、電圧計によっ
てチャック３０３０と共に監視されて、電圧が意図されたように誘導されていることを確
認することができる。
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【０１５０】
　プローブ３１００は、穴３１０２またはポート（例えば、直径０．２ｍｍ）をそのリン
グ内に含むので、光ビーム３０１２、３０１４（調査ビームおよび反射ＳＨＧビーム）が
遮断されずに通過でき、かつ光学部品に対して相対的に固定されるので、装置表面をスキ
ャンするときに、光学素子と一緒に移動するか、または留まり、（再）配置した試料位置
３０２２の中心に留まる。その結合（正の「＋」電荷を持つことを示す）は、試料装置の
表面の近く（例えば、約１ｍｍ～約２ｍｍ以内）に配置されるが、接触はしない。カンチ
レバーアームまたはその他の方法で支持される。プローブ３１００は、図１６Ｂに示すよ
うに、リング３１０４として提供してもよいし、またはより大きな円盤もしくは平板を含
んでもよい。
【０１５１】
　図１６Ｂの断面図に示す例では、ウエハ３０２０または装置表面（シリコンを含む）は
、シリコンバルク層からＳｉＯ２によって分離されている。したがって、上記で説明した
ように、装置表面への誘導バイアスが必要である。そうでなければ、導電性チャック３０
３０と接触する、下のシリコンから（少なくとも実質的に）電気的に絶縁されるか、また
は分離されるからである。
【０１５２】
　図１７Ａ～１７Ｃは、電源３１２０に接続した電気コイル３１３０を含む電磁チャック
３０３０の詳細を示す。使用中、ウエハ３０２０を、チャック３０３０の上に置き、固定
する。交流電流（ＡＣ）をコイル３１３０に印加すると、これによりウエハを通る交流磁
場を発生する。交流磁場は、その装置表面を含むウエハ３０２０全体に電位を誘導する。
そして、この電場により、上記のＳＨＧ調査のさまざまなモードが可能になるので、その
一部について、以下で詳しく説明する。あるいは、ＤＣ電流をチャック３１３０と平行に
配向されるコイル３１３０に印加し、上記した他の効果のためチャック全体に一定の磁場
を作り出すこともできる。
【０１５３】
　図１８Ａは、基板バルク層に時間の経過とともに印加したＡＣ電圧（Ｖ）プロファイル
（正弦波）の一例を示す。図１８Ｂは、装置および装置がその上に製造されている基板バ
ルク層間の誘導電圧（Ｖｉ）の仮想的な応答を示す。様々な実施形態では、基板は、シリ
コンウエハまたは半導体物質の一部を含むことができる。図１９Ａは、基板バルク層に時
間の経過とともに印加したＡＣ電圧（ＶＯ）プロファイル（方形波）の一例を示す。図１
９Ｂは、装置およびバルク層間の誘導電圧（Ｖｉ）の仮想的な応答を示す。なお、図１８
Ａまたは１９Ａのいずれにおいても、電圧入力は図と異なる可能性があり、潜在的に、階
段、ランプ、正弦波、または他の形で印加する可能性があることに留意されたい。
【０１５４】
　図１８Ａおよび１８Ｂに関して、より具体的には、ノイズを最小化し、界面の両端の電
圧の関数として統計的に妥当なＳＨＧ強度を取得するために、複数の光子計数ウィンドウ
が望ましい可能性がある。このような目的のために、例として、点Ａ１およびＡ２につい
て、バルクおよび装置層間の電圧が電圧Ａとして両点で同一になるようにタイミング調整
する。これは、例えば、点Ｂ１およびＢ２の電圧Ｂ、点Ｃ１およびＣ２の電圧Ｃ、につい
ても同様である。例えば、電圧Ａを使用して、ＳＨＧを記録し、点Ａ１における計数値を
、点Ａ２での計数値および点Ａ３、Ａ４、Ａｎ．．．での計数値と、所望の測定時間に応
じて任意の長い系列で加算し得る。次に、この期間に測定された計数値の総数を、１秒あ
たりの平均計数値を見つける方法として、この「ゲート」が及ぶ時間で除算する。これに
より、ＳＨＧ強度をバルク－装置電圧の関数としてプロットできる。同一方法を使用して
、点Ｂ１およびＢ２、ならびにＢ３、Ｂ４、Ｂｎ．．．での電圧Ｂに対する測定値を、所
望の測定時間に応じて任意の長い系列で取得できる。次に、この期間に測定された計数値
の総数を、１秒あたりの平均計数値を見つける方法として、この「ゲート」が及ぶ時間で
除算する。これにより、ＳＨＧ強度をバルク－装置電圧の関数としてプロットできる。同
様に、この方法を使用して、点Ｃ１およびＣ２、ならびにＣ３、Ｃ４、Ｃｎ．．．での電
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圧Ｃに対する測定値を、所望の測定時間に応じて任意の長い系列で取得できる。次に、こ
の期間に測定された計数値の総数を、１秒あたりの平均計数値を見つける方法として、こ
の「ゲート」が及ぶ時間で除算する。これにより、ＳＨＧ強度をバルク－装置電圧の関数
としてプロットできる。バイアス電圧の関数としてのＳＨＧ強度の利用に関するさらなる
詳細について、ＤＣバイアス文献に見出すことができる。例えば、「第二高調波発生に測
定した照射ＳＯＩウエハにおける電荷トラップ」、ＩＥＥＥ　Ｔｒａｎｓａｃｔｉｏｎｓ
　ｏｎ　Ｎｕｃｌｅａｒ　Ｓｃｉｅｎｃｅ、Ｖｏｌ．５１、Ｎｏ．６、２００４年１２月
所収、および「電場誘導第二高調波発生を利用したシリコン集積回路の光プローブ」、Ａ
ｐｐｌｉｅｄ　Ｐｈｙｓｉｃｓ　Ｌｅｔｔｅｒｓ、８８、１１４１０７、２００６年所収
、等があり、各出版物について、その全体を参照により本明細書に援用する。
【０１５５】
　図１９Ａおよび１９Ｂに関して、より具体的には、これらの図は、シリコン・オン・イ
ンシュレータ（ＳＯＩ）装置を調査する一例を示す。この例では、導電性チャックは「中
立の」基底状態で始まり、バルク層および装置層は平衡電位にある。時点「Ａ」で、チャ
ックに印加される電圧を急激に変化させると、当該電圧が試料の導電性バルク層に印加さ
れる。試料の装置層は、薄い埋め込み酸化膜層によってバルクから分離されて導電体と直
接接続していないため、電位電場または電圧が装置およびバルク層間に誘導されるであろ
う。時刻「Ａ」および「Ｂ」の間、チャックに印加する電圧は変化しない。バルク層およ
び装置層間の誘電体は完全ではないため、誘導された電位が層間のリーク電流を駆動し、
バルク層および装置層間の電位を自然な状態に戻す。次に、電場のこのスパイクおよび減
衰について、ＳＨＧを介して監視することによって、リーク電流に関する洞察を提供する
。時刻「Ｂ」で、チャックに印加した電圧を接地電位に戻すと、界面の両端の電圧が逆転
する。
【０１５６】
　本明細書で説明するシステムおよび方法について、試料（例えば、半導体ウエハまたは
その一部）を特性評価するために使用できる。例えば、本明細書に記載のシステムおよび
方法を使用して、上記のように試料中の欠陥または汚染物質を検出できる。本明細書に記
載のシステムおよび方法について、半導体ウエハの製造または生産中に試料を特性評価す
るように構成できる。したがって、システムおよび方法を、半導体製造施設の半導体製造
ラインに沿って使用できる。本明細書に記載のシステムおよび方法を、半導体製造／生産
ラインと統合できる。本明細書に記載のシステムおよび方法について、自動化されたウエ
ハ処理機能を備えた半導体製造ラインに統合できる。例えば、システムには、フロントオ
ープニングユニファイドポッド（ＦＯＵＰ）などのウエハカセットを受け入れる機器フロ
ントエンドモジュール（ＥＦＥＭ）を取り付けることができる。これらのカセットのそれ
ぞれを、人間のオペレーターによって、またはカセットを製造／生産ラインに沿ってプロ
セスからプロセスに移動する自動カセット処理ロボットによって、それらの機械に配送で
きる。
【０１５７】
　様々な実施形態では、システムについて、カセットを一度ＥＦＥＭ上に取り付けると、
ＦＯＵＰが開き、そしてロボットアームがＦＯＵＰから個々のウエハを選択しシステムに
含まれる自動的に作動するドアを通って移動させ、遮光プロセスボックス、およびバイア
ス可能な真空チャックに入れるように構成できる。チャックは、試料をその上に置くこと
ができるように、ロボットアームと補完し適合するように設計することができる。この過
程のある時点で、ウエハをスキャナにかざして、固有のレーザ刻印を特定できる。
【０１５８】
　したがって、半導体製造／組み立てラインに統合されるように構成されたシステムは、
ＦＯＵＰまたは他の種類のカセットからの自動ウエハ操作能力、上記のようなＥＦＥＭへ
の統合、ロボット操作と互換性を持つ方法で設計されたチャック、ロボットの棒／アーム
の動作が可能なように開閉する自動遮光ドア、およびウエハのロード／アンロードおよび
ウエハ識別のためＥＦＥＭに信号を出すソフトウェアを有することができる。
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【０１５９】
　（複数の偏光の効率的収集）
　第二高調波発生信号の異なる偏光成分は、異なる物質特性に関する情報を提供すること
ができる。例えば、シリコンと同一の対称性を有するシリコンベースの材料または結晶で
は、ｐ偏光の第二高調波発生信号は、電気的特性に敏感であり得る。これに対して、ｓ偏
光の第二高調波発生信号は、歪みまたは結晶関連情報を提供することができる。したがっ
て、どの偏光成分または偏光成分を収集するかを制御することができるシステムは、試料
の特定の特性に関するデータを分離しかつ収集する際に有用であり得る。したがって、第
二高調波発生信号の異なる偏光成分を収集するためのシステムの様々な実装について、本
明細書で説明する。
【０１６０】
　図２０は、特定の偏光の第二高調波発生信号を収集することができるシステムを示す。
特に、図２０は、ウエハのような試料を調査するために使用する可能性がある構成要素の
概略図の一例を示す。図示のように、ウエハ４１２０を調査するためのシステム４０００
には、光源４１１０、偏光光学系（例えば、偏光子）４１１２、集束光学系（例えば、集
束レンズ）４１１４、回転ステージ４１１６、並進ステージ４１１８、収集光学系（例え
ば、コリメート光学系）４１２４、偏光光学系（例えば、偏光フィルタ光学系または偏光
子）４１２２、分光フィルタ４１２６、および検出器４１３０が含まれ得る、図示の構成
では、光源４１１０、偏光光学系（例えば、偏光子）４１１２、集束光学系（例えば、集
束レンズ）４１１４は、光を試料（例えば、ウエハ）に向けるための第１の光路にあり、
収集光学系（例えば、コリメート光学系）４１２４、偏光光学系（例えば、偏光フィルタ
光学系または偏光器）４１２２、分光フィルタ４１２６、および検出器４１３０は、試料
から反射された光のための第２の光路にある。
【０１６１】
　システム４０００を使用したとき、光源４１１０から入力光４１３２を発することがで
き、光源４１１０は、レーザ光源または他の電磁放射源を含むことができる。例えば、光
源４１１０は、ナノ秒、ピコ秒、フェムト秒のようなパルスレーザ、または連続レーザの
ようなレーザであってもよい。様々な実施形態では、レーザは固体レーザを含む。他の例
では、光源４１１０は、発散又は光学的にコリメートされた光を発するランプとすること
ができる。光源４１１０は、任意の波長を有する光４１３２を発することができる。例え
ば、光源４１１０は、８０ｎｍ～１０００ｎｍのスペクトルを含む波長を有する光（４１
３２）を発することができる。
【０１６２】
　システム４０００は、偏光を試料に向けることができる。いくつかの実施形態では、光
源４１１０は、直線偏光のような偏光を出力することができる。いくつかの実施形態では
、システムは、偏光光学系４１１２を用いて入力光４１３２を偏光させることができる。
偏光光学系４１１２は、例えば、入力光４１３２の偏光状態を変更する偏光子を含むこと
ができる。いくつかの実施形態では、偏光光学系４１１２は、入力光４１３２の偏光状態
を変更するための任意の適切な種類の偏光子を含むことができる。例えば、偏光光学系は
、入力光４１３２を直線偏光させることができる吸収型偏光子を含むことができる。いく
つかの実施形態では、偏光光学系４１１２は、偏光状態を変化させるように構成された偏
光制御光学系を備えることができ、例えば、直線偏光の向きを（例えば、垂直偏光から水
平偏光へ）変更する。いくつかの実施形態では、例えば、偏光光学系４１１２は、試料に
入射する光に対して、特定の角度θ１を有する直線偏光を提供する。例えば、偏光光学系
４１１２は、入力光４１３２の直線偏光の向きθ１を、ウエハ４１２０、ウエハ４１２０
のある領域、またはウエハ４１２０上のあるパターンに対して変更することができる。例
えば、偏光光学系４１１２は、ウエハ４１２０上のあるパターンに対してｓ偏光を生成す
ることができる。様々な実施形態では、１つ以上のハードウェアプロセッサは、入力光４
１３２の偏光状態を変更するために、偏光光学系４１１２を制御することができる。
【０１６３】
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　システム４０００は、入力光４１３２を集束光学系４１１４で集束させる場合がある。
集束光学系４１１４には、入力光４１３２をウエハ４１２０上の領域４１３６に集束させ
るための任意の適切な集束光学系が含まれ得る。例えば、集束光学系４１１４には、入力
光４１３２をウエハ４１２０の領域４１３６に向けて集束できる一つまたは複数のレンズ
が含まれ得る。
【０１６４】
　システムには、また、試料から反射された光を収集する収集光学系が含まれ得る。収集
光学系には、例えば、試料からＳＨＧ光を受けるように配置された一つまたは複数のレン
ズまたはミラーが含まれ得る。
【０１６５】
　ある実装では、収集光学系４１２４は、試料からのＳＨＧ光を収集するコリメート光学
系を含む。コリメート光学系４１２４には、ウエハ４１２０から受信した出力光４１３４
をコリメートするための任意の適切なコリメート光学系が含まれ得る。例えば、コリメー
ト光学系４１２４には、一つまたは複数のコリメートレンズなどの一つまたは複数のコリ
メータが含まれ得る。このような一つまたは複数のコリメートレンズを、例えば、それが
焦点距離ｆを有する場合、焦点距離ｆに対応する距離だけ試料から離した位置に配置し得
る。他の構成も可能である。
【０１６６】
　上記のように、異なる物質特性に関する情報は、第二高調波生成信号の異なる偏光成分
に含まれ得るので、システム４０００は、検出のため、ＳＨＧ信号の異なる偏光を選択す
るように構成され得る。システム４０００は、例えば、特定の偏光状態を有するなどの特
定の偏光特性を備えた光を、検出器４１３０に、偏光光学系４１２２を用いて、向けるこ
とができる。偏光光学系４１２２は、例えば、出力光４１３４の特定の偏光状態を選択し
て通過させるように構成された偏光フィルタまたは偏光子を備える。偏光光学系４１２２
は、任意の適切な種類の偏光子を含むことができる。例えば、偏光光学系４１２２は、特
定の向きの直線偏光を選択的に透過させることができる吸収型偏光子を含むことができる
。例えば、１つまたは複数のハードウェアプロセッサを含むことができる制御電子機器は
、出力光４１３４から選択する偏光状態を変更するために、偏光光学系４１２２を制御す
ることができる。例えば、偏光子は、特定の偏光角θ２を有する直線偏光を選択するよう
に回転するように構成することができる。いくつかの実施形態では、制御電子機器は、例
えば、偏光子４１２２を回転させることによって、選択する、例えば選択的に透過させる
直線偏光の角度を変更するように構成することができる。制御電子機器は、例えば、第１
の状態では試料からのｐ偏光ＳＨＧと比較してｓ偏光ＳＨＧ光を検出器に到達させるため
、試料からのｓ偏光ＳＨＧ光を選択的に許容し、第２の状態では試料からのｓ偏光ＳＨＧ
と比較してｐ偏光ＳＨＧ光を検出器に到達させるため試料からのｐ偏光ＳＨＧ光を選択的
に許容するように、偏光光学系４１２２を制御することができる。例えば、制御電子機器
は、偏光光学系４１２２について、例えば、試料からのｓ偏光ＳＨＧ光を透過させるため
に、第１の状態では、試料からのｓ偏光ＳＨＧ光は検出器に入射し、試料からの無視でき
ない量のｐ偏光ＳＨＧ光は検出器に入射しないように制御することができる。同様に、制
御電子機器は、偏光光学系４１２２について、例えば、試料からのｐ偏光ＳＨＧ光を透過
させるために、第２の状態では、試料からのｐ偏光ＳＨＧ光は検出器に入射し、試料から
の無視できない量のｓ偏光ＳＨＧ光は検出器に入射しないように制御することができる。
【０１６７】
　システム４０００は、他の任意の光学要素を含んでよい。例えば、システム４０００に
は、特定の波長の光を選択するための分光フィルタ４１２６が含まれ得る。例えば、フィ
ルタ４１２６は、バンドパスフィルタ、ハイパスフィルタ、またはローパスフィルタであ
ってよい。フィルタ４１２６は、例えば、特定の波長または波長範囲を有する光を選択的
に透過してよい。
【０１６８】
　上記のように、システム４０００には、検出器４１３０が含まれ得る。検出器は、光電
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子増倍管、アバランシェ検出器、フォトダイオード検出器、ストリークカメラ、およびシ
リコン検出器のいずれであってもよい。検出器４１３０は、ＳＨＧ信号を含む可能性があ
る出力光４１３４を検出してよい。
【０１６９】
　ウエハ４１２０について、ある実施形態ではチャックを含む可能性がある試料ステージ
４１４０を使用して所定の位置に保持する場合がある。試料ステージまたはチャック４１
４０には、ある設計では、ウエハ４１２０を配置してウエハの面内で移動させることがで
きる並進ステージ４１１８および／または回転ステージ４１１６が含まれてよい。例えば
、回転ステージ４１１６により、ウエハ領域４１３６に対して軸４１２８を中心にウエハ
４１２０を回転できる場合がある。並進ステージにより、ウエハ４１２０のｘおよびｙ位
置を変更できる場合がある。回転ステージ４１１６および並進ステージ４１１８について
、例えば、一つ以上のハードウェアプロセッサを含む可能性がある制御電子機器によって
制御する場合がある。
【０１７０】
　上記のように、このシステムは、第１の偏光、例えばｓ偏光を有するＳＨＧ信号を検出
して、試料に関する第１の種類の情報を取得し、第２の偏光、例えばｐ偏光を有するＳＨ
Ｇ信号を検出して、試料に関する第２の種類の情報を取得することができる。偏光制御器
は、例えば、最初に第１の偏光成分を収集し、その後に第２の偏光成分を収集するように
、またはその逆に設定することができる。本明細書に記載した他の実施形態は、複数の偏
光成分、例えば、第１の偏光（例えば、ｓ偏光の光）および第２の偏光（例えば、ｐ偏光
の光）からの光を、それぞれ同時に、第１および第２の検出器に向けるように構成される
。
【０１７１】
　図２１は、図２０で説明したようなシステムの一例を示す。該システムには、偏光光学
系４１２２に代わる偏光ビームスプリッタ５１２２、偏光ビームスプリッタからの光を受
け取るように配置された単一の検出器４１３０に代わる第１および第２の検出器５１３０
Ａ、５１３０Ｂが含まれる。偏光ビームスプリッタは、光を受け、光を第１および第２の
偏光成分に分割するように構成される。図２１に示すシステムでは、ビームスプリッタは
、試料から第二高調波発生光を受け、光を第１および第２の（例えば、直交する）偏光成
分（例えば、ｓ偏光およびｐ偏光の光）に分割するように配置される。偏光ビームスプリ
ッタは、第１および第２の偏光成分を、個別の第１および第２の経路に沿って、それぞれ
、第１および第２の検出器に向ける。これにより、第二高調波発生信号の第１及び第２の
偏光成分に関するデータを同時に収集することができる。
【０１７２】
　いくつかの実施態様では、試料をスキャンすることができ、または光源４１１０から試
料上に向けられたビーム４１３２をスキャンして、試料の異なる部分についてのＳＨＧ信
号を取得し、試料もしくはその一部のＳＨＧ画像を生成することができる。以下に説明す
るように、他の手法を用いて試料からの第二高調波発生光から画像を形成することができ
る。有利には、図２１に示すシステムでは、ＳＨＧ信号の第１の偏光および第２の偏光を
別々に収集し、同時に測定することができる。例えば、ｐおよびｓ偏光成分のような直交
偏光を、試料の一回のスキャンから同時に収集することができる。したがって、両方の偏
光状態を有する信号を同時に収集して物質を評価する場合、スループットを、例えば２倍
に向上させることができる。上記のように、シリコンベースの物質またはシリコンと同一
の対称性を有する結晶については、ｐ偏光ＳＨＧ信号成分は、界面電気特性などの電気特
性に関する情報を提供することができ、ｓ偏光ＳＨＧ信号成分は、歪みまたは結晶関連情
報を提供することができる。本明細書でのシステム開示を使用して、このような情報を同
時に収集することができ、それによって、スループットおよび／または処理速度を向上さ
せながら、二つの偏光成分によるより網羅的な物質特性評価を提供することができる。信
号の正規化もまた、複数の偏光成分に提供し得る。
【０１７３】
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　偏光ビームスプリッタは、偏光ビームスプリッタキューブ、表面上に偏光選択反射コー
ティングを有するプレートまたは他の光学素子を含むことができる。他の種類の偏光子も
使用することができる。システム内の他の構成要素は、図２０に示したものと同じであっ
てもよい。同様に、図２０または本開示を通して他の場所で説明した動作の様々な特徴お
よび動作モードを、図２１に示したシステムに適用することができるが、広い範囲の変形
も可能である。例えば、第１および第２の偏光成分を受ける第１および第２の検出器５１
３０Ａ、５１３０Ｂを有する代わりに、検出器配列（例えば、ＣＣＤ検出器配列）が、第
１および第２の偏光成分を受けることもできる。例えば、検出器配列は、複数の画素を含
むことができる。検出器配列の異なる領域、例えば、検出器配列の第１および第２の領域
は、第１および第２の偏光成分をそれぞれ受け取ることができる。検出器配列の一つの領
域は、検出器配列の一つまたは複数の画素を含むことができる。さらに他の変形も可能で
ある。
【０１７４】
　（ＳＨＧ撮像）
　上記したように、第二高調波発生によって、重大な界面電気特性について敏感な非破壊
的検出を提供できる。しかしながら、様々な点ベースの測定／サンプリング手法は、大面
積カバレッジおよび高い分解能を有する大きな領域の空間的プロファイリングについてス
ループットが減少する。したがって、本明細書に開示した様々な実施形態では、ＳＨＧ撮
像ベースの検査システムのための設計を提供する。これらの撮像システムは、試料のより
大きな領域にわたるＳＨＧ画像またはＳＨＧ信号の分布マップを提供することができ、ま
た、高い分解能を提供することができる。これらの撮像システムにより、高い分解能で第
二高調波発生の既存の適用可能性を、および向上したスループットでより大きな領域にわ
たるランダムな分布の欠陥／問題のカバレッジを拡張することができる。場合によっては
、このようなＳＨＧ撮像システムは、複数のビームを生成するための一つまたは複数のビ
ームスプリッタ、および試料の一領域にわたる複数のＳＨＧ信号を捕捉するための複数の
検出器を使用して、ＳＨＧ画像を形成することができる。また、スキャン技術を使用する
こともできる。場合によっては、ＳＨＧ撮像システムは、結像光学系を用いて、試料もし
くは試料の一領域を画像化する、および／または試料の一領域に関連するＳＨＧ信号を検
出器配列上に投影してＳＨＧ画像を形成してもよい。そのようなシステムの例を以下に説
明する。
【０１７５】
　例えば、図２２Ａは、一つのレーザビーム７１２６を複数のビーム７１２２Ａ、７１２
２Ｂ、７１２２Ｃに分割又は分離するように構成されたＳＨＧ撮像システム８０００を示
す。いくつかの実施形態では、この複数のビーム７１２２Ａ、７１２２Ｂ、７１２２Ｃを
試料４１２０の一領域にわたってスキャンして、試料またはその一部のＳＨＧ画像を提供
することができる。
【０１７６】
　本明細書に記載の他のＳＨＧシステムと同様に、図２２に示すシステム８０００には、
試料ステージ４１４０上に支持される試料４１２０に向けられ、試料４１２０から第二高
調波発生を生成できる光７１２６を出力するように構成された光源（例えば、レーザ光源
）７１０８が含まれる。本明細書に記載された他のシステムと同様に、試料ステージ４１
４０は、ｘ－ｙ並進ステージ４１１８のような並進ステージ、および／または回転ステー
ジ４１１６を含むことができる。
【０１７７】
　図２２Ａに示すシステム８０００は、ビームを一つのビームで受け、複数のビームに分
割又は分離するように構成されたビームスプリッタ７１１０をさらに含む。このようなビ
ームスプリッタ７１１０は、マルチスポットビーム発生器またはアレイビーム発生器とも
呼ばれる。複数のビームは、ビームの線形配列又はビームの二次元配列であってもよい。
ビームスプリッタ７１１０は、一つのビームからの光を複数のビームに回折するように構
成された回折格子または回折光学素子のような回折ビームスプリッタを備えることができ
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る。いくつかの実施形態では、ビームスプリッタ７１１０は、音響光学変調器を備えるこ
とができる。音響光学変調器は、例えば、複数の出力ビームを生成するように、一つの入
力ビームからの光を回折するように構成することができる。図２２Ａに示すシステム８０
００では、ビームスプリッタ７１１０は、レーザ光源７１１０から出力されたビーム７１
２６を受け、複数のビーム７１２２Ａ、７１２２Ｂ、７１２２Ｃを生成する。三つのビー
ムを示すが、より多くの又はより少ないビームをビームスプリッタによって生成してもよ
い。ビーム７１２２Ａ、７１２２Ｂ、７１２２Ｃの数（およびビームによって照射され得
る試料上の対応する点または位置、ならびに得られるＳＨＧ信号の数）は、例えば、３、
５、１０、１５、２０、２５、３０より大きくてもよく、またはこれらの任意の値の間の
任意の範囲であってもよい。試料４１２０上で、より多くの、又はより少ないビーム７１
２２Ａ、７１２２Ｂ、７１２２Ｃ、照射スポットもしくは位置、及び／あるいはＳＨＧ信
号も可能である。
【０１７８】
　システム８０００は、ビームスプリッタ７１１０によって生成された複数のビーム７１
２２Ａ、７１２２Ｂ、７１２２Ｃを受けるように構成されたスキャナ７１１２をさらに含
む。スキャナ７１１２は、例えば、１つまたは複数のミラーもしくは反射表面を備えるこ
とができ、受けた光の方向を傾け、回転させ、かつ／または変化させ、異なる方向に再度
向ける。他の種類のスキャナまたはビームスキャナを使用してもよい。様々な実施形態で
は、スキャナ７１１２は、試料４１２０の１つまたは複数の領域にわたってビーム７１２
２Ａ、７１２２Ｂ、７１２２Ｃをスキャンするように構成することができる。
【０１７９】
　システム８０００は、ビームスプリッタ７１１０および試料間に配置された対物レンズ
７１１６をさらに含み、対物レンズ７１１６は、複数のビーム７１２２Ａ、７１２２Ｂ、
７１２２Ｃを受け、その後、図２２Ａに示すビーム７１２０Ａ、７１２０Ｂ、７１２０Ｃ
として試料４１２０上に進ませる。いくつかの実施形態では、対物レンズ７１１６は、試
料４１２０上に複数のビーム７１２０Ａ、７１２０Ｂ、７１２０Ｃを集束させる。図２２
Ａに示すシステムでは、スキャナ７１１２は、ビームスプリッタ７１１０および対物レン
ズ７１１６間の光路にあるので、対物レンズに入射する複数のビーム７１２２Ａ、７１２
２Ｂ、７１２２Ｃは、スキャンされる。同様に、試料４１２０上に入射する複数のビーム
７１２０Ａ、７１２０Ｂ、７１２０Ｃも、対物レンズ７１１６が作用した（例えば集束さ
せた）後、試料の少なくとも一部分にわたってスキャンされる。図２２Ａに示すようない
くつかの実施では、対物レンズ７１１６は、試料４１２０に対してより垂直な経路に沿っ
て、複数のビーム７１２０Ａ、７１２０Ｂ、７１２０Ｃを試料に向けることもできる。
【０１８０】
　試料４１２０上に入射した複数のビーム７１２０Ａ、７１２０Ｂ、７１２０Ｃは、複数
のそれぞれのＳＨＧ信号を生成する。これらの別々のＳＨＧ信号は、対物レンズ７１１６
の方向に戻ってくる。図２２Ａに示すようないくつかの実施では、複数のＳＨＧ信号は、
試料４１２０に対して実質的に垂直な経路に沿って対物レンズ７１１６に向かう。
【０１８１】
　図２２Ａに示すシステム８０００は、二色性ミラーまたは反射器７１１４をさらに含む
。この二色性ミラー７１１４は、複数のビーム７１２２Ａ、７１２２Ｂ、７１２２Ｃ（お
よび７１２０Ａ、７１２０Ｂ、７１２０Ｃ）によって生成された別々のＳＨＧ信号を受け
るように配置されてもよい。二色性ミラー７１１４は、対物レンズ７１１６およびスキャ
ナから受けたＳＨＧ信号が二色性ミラーに入射するように、ビームスプリッタ７１１０お
よびスキャナ７１１２間に配置することができる。二色性ミラー７１１４は、ＳＨＧ信号
の波長を有する光を反射するように構成することができる。したがって、複数のＳＨＧ信
号は、二色性ミラー７１１４によって反射される。
【０１８２】
　二色性ミラー７１１４は、複数のビーム７１２２Ａ、７１２２Ｂ、７１２２Ｃを光源７
１０８およびビームスプリッタ７１１０から透過させるように構成してもよい。例えば、
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二色性ミラー７１１４は、複数のビーム７１２２Ａ、７１２２Ｂ、７１２２Ｃに対応する
光の波長（例えば、基本周波数）を透過させるように構成してもよい。これにより、レー
ザ光源７１０８および試料４１２０間の光路に二色性ミラー７１１４を挿入することによ
り、レーザ光源およびビームスプリッタ７１１０からの複数のビーム７１２２Ａ、７１２
２Ｂ、７１２２Ｃを透過させて試料４１２０に入射させることができるが、複数のビーム
７１２２Ａ、７１２２Ｂ、７１２２Ｃ（および７１２０Ａ、７１２０Ｂ、７１２０Ｃ）に
よって生成された複数のＳＨＧ信号のそれぞれは、二色性ミラー７１１４から反射される
のに適した波長を有することができる。
【０１８３】
　図２２Ａに示すシステム８０００は、複数のＳＨＧ信号を受けるように配置された複数
の検出器８１３０Ａ、８１３０Ｂ、８１３０Ｃ（例えば、光電子増倍管またはＰＭＴ）を
さらに含む。特に、図示のシステム８０００では、二色性ミラー７１１４は、複数のＳＨ
Ｇ信号を複数の検出器８１３０Ａ、８１３０Ｂ、８１３０Ｃに光路８１２８Ａ、８１２８
Ｂ、８１２８Ｃに沿って反射させるように構成される。これらの光路８１２８Ａ、８１２
８Ｂ、８１２８Ｃを、図２２Ａに模式的に湾曲するものとして示すが、これらの経路は、
例えば、直線的かつ互いに接近するように異なっていてもよい。経路８１２８Ａ、８１２
８Ｂ、８１２８Ｃは、ミラーのような光学素子によっても変化し、あるいは、光ファイバ
またはファイバデバイスまたは集積光学もしくは導波路デバイスのような他の光学部品を
含むことができる。上記のように、二色性ミラー７１１４は、ＳＨＧ信号が二色性ミラー
から反射されるように、ＳＨＧ信号の光の波長を反射するように構成することができる。
また、複数の検出器８１３０Ａ、８１３０Ｂ、８１３０Ｃを、二色性ミラー７１１４に対
して光路内に配置して、それぞれのＳＨＧ信号を受けるようにしてもよい。
【０１８４】
　図２２Ａに示すシステム８０００には、三つの光学的検出器８１３０Ａ、８１３０Ｂ、
８１３０Ｃを示すが、より多くのまたはより少ない光学的検出器を用いてもよい。光学的
検出器８１３０Ａ、８１３０Ｂ、８１３０Ｃの数（および対応するＳＨＧ信号の数）は、
例えば、３、５、１０、１５、２０、２５、３０、またはこれらの任意の値の間の任意の
範囲であってもよい。より多くのまたはより少ない、光学的検出器８１３０Ａ、８１３０
Ｂ、８１３０Ｃおよび／もしくはＳＨＧ信号も可能である。以下に説明するように、いく
つかの実施形態では、一検出器配列（または一つ以上の検出器配列）を検出器８１３０Ａ
、８１３０Ｂ、８１３０Ｃとして使用することができる。
【０１８５】
　このようなシステム８０００は、複数の検出器８１３０Ａ、８１３０Ｂ、８１３０Ｃを
用いて複数の点または位置のＳＨＧデータを有利に提供することができ、それによってス
ループットを向上させることができる。さらに、複数の位置をスキャンして、試料の一部
にわたってＳＨＧ信号を得ることができる。例えば、複数のビーム７１２２Ａ、７１２２
Ｂ、７１２２Ｃは、第１の方向、例えばｘ（またはｙ）方向に延在することができる。こ
れらのビーム７１２２Ａ、７１２２Ｂ、７１２２Ｃを、第２の（おそらく直交する）方向
、例えば、ｙ（またはｘ）方向にスキャンし、試料４１２０の一領域にわたるＳＨＧ信号
レベルをサンプリングすることができる。さらに、又はあるいは、試料４１２０を、試料
全体の調査領域のさらなるスキャンを提供するため、光源７１０８および対物レンズ７１
１６に対して移動できる。いくつかの実施形態では、例えば、スキャナ７１１２は、一方
向次元、例えばｘに複数のビーム７１２２Ａ、７１２２Ｂ、７１２２Ｃをスキャンし、試
料ステージ４１４０は、別の方向または次元、例えば、ｙに試料をスキャンする、あるい
はその逆も同様である。このようにして、試料４１２０上の一領域にわたるＳＨＧ画像ま
たはＳＨＧ信号分布マップを得ることができる。複数の検出器８１３０Ａ、８１３０Ｂ、
８１３０Ｃを有することにより、データ収集の効率または速度を有利に高めることができ
る。
【０１８６】
　したがって、図２２Ａに示すようなシステムを有する様々な実施形態では、レーザ光源
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からの光（およびＳＨＧ信号）は、複数のビームに分割される。複数のビームは、別個の
領域上を平行にスキャンすることができる。入射光の異なるビームによって生成されたＳ
ＨＧ信号は、異なるチャネル（例えば、光電子増倍管またはＰＭＴチャネル）によって検
出され得る。配列または複数のＰＭＴ検出器からのデータの組み合わせから最終画像を生
成することができる。したがって、マルチビームスキャン装置を、複数のチャネルからの
信号を同時に収集しながら使用することによって、高速スキャン速度を達成することがで
きる。
【０１８７】
　したがって、様々な実施形態では、レーザビームまたはウエハのいずれか（あるいは両
方）の高速スキャンを使用して、試料の一領域または複数の領域にわたって、ＳＨＧ信号
の二次元撮像を形成することができる。異なる位置（例えば、ｘ、ｙ位置）からのＳＨＧ
信号の点対点のマッピングを生成することができ、これにより、ＳＨＧ信号に関連する物
理パラメータ（例えば、電荷密度、歪み、界面状態など）の空間的分布を提供することが
できる。
【０１８８】
　広範囲の変形が可能であり、例えば、一つの光源、一つのビームスプリッタ、一つのス
キャナ、一つの二色性ミラーおよび一つの対物レンズの代わりに、これらの任意の構成要
素の一つ以上がシステム８０００に含まれてもよく、また、これらの構成要素は異なった
配置であってもよい。例えば、図２２Ｂに示すように、対物レンズから受けたＳＨＧ信号
が二色性ミラーに入射するように、対物レンズ７１１６およびスキャナ７１１２間に二色
性ミラー７１１４を配置してもよい。さらに、光ファイバまたは集積光学部品（例えば、
導波路ベースの構成要素）を、ＳＨＧ調査システム８０００に使用することができ、また
、複数の検出器８１３０Ａ、８１３０Ｂ、８１３０Ｃの代わりに１つ以上の検出器配列（
例えば、ＣＣＤ配列）を使用することができる。例えば、検出器配列の異なる領域は、試
料４１２０に入射するそれぞれのビーム７１２２Ａ、７１２２Ｂ、７１２２Ｃによって生
成された異なるＳＨＧ信号を収集することができる。いくつかの実施形態では、入射ビー
ム７１２２Ａ、７１２２Ｂ、７１２２Ｃのうちの特定の一つについてのＳＨＧ信号は、検
出器配列上のそれぞれの領域にまたがる積分によって得ることができる。さらに、本明細
書中に開示した構成要素、特徴、および／または方法あるいは技術のいずれも使用するこ
とができる。例えば、一つ以上の偏光ビームスプリッタを使用して、ｓ偏光成分およびｐ
偏光成分のような第１および第２の偏光状態の光を同時に収集することができる。例えば
、図２１および関連する説明を参照されたい。
【０１８９】
　図２３は、試料４１２０の一領域のＳＨＧ画像を生成するための別のシステム１０００
０を示す。このＳＨＧ撮像システム１００００は、試料４１２０もしくはその一領域を画
像化し、かつ／または試料の一領域に関連するＳＨＧ信号を検出器配列１０１１６に投影
してＳＨＧ画像を形成するために、結像光学系１０１１４を用いる。
【０１９０】
　本明細書に記載された他のＳＨＧシステムと同様に、図２３に示すシステム１００００
は、試料ステージ４１４０上に支持される試料４１２０から第二高調波発生を生成するた
め試料４１２０に向けることができる光を出力するように構成された光源（例えば、レー
ザ光源）１０１１０を含む。本明細書に記載された他のシステムと同様に、試料ステージ
４１４０は、ｘ－ｙ並進ステージのような並進ステージおよび／または回転ステージ４１
１６を含むことができる。
【０１９１】
　図２３に示すシステム１００００は、さらに、任意選択の集束光学系１０１１２を含み
、光源１０１１０からの光を試料４１２０上の一つの位置に集束させる。集束光学系は、
例えば、いくつかの実施形態では、一つまたは複数のレンズもしくはミラーを含むことが
できる。
【０１９２】
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　図２３に示すシステム１００００は、また、試料４１２０からの第二高調波発生光のよ
うな光を収集するように構成された投影光学系１０１１２を含む。投影光学系１０１１２
は、例えば、いくつかの実施形態では、一つまたは複数のレンズもしくはミラーを含むこ
とができる。
【０１９３】
　図２３に示すシステム１００００は、試料４１２０から第２高調波発生光を受けるよう
に配置された検出器配列１０１１６を含む。検出器配列または画素化検出器１０１１６は
、複数の検出器または画素を含む。検出器配列の画素によって生成された電気信号を処理
して、画素によって受信した光信号の強度レベルの画像またはマップを形成することがで
きる。検出器配列１０１１６は、例えば、いくつかの実施形態では、電荷結合検出器（Ｃ
ＣＤ）配列を備えることができるが、他の種類の検出器配列を使用することも可能である
。検出器配列１０１１６は、ある実施形態では、時間依存積分に基づく装置を備えること
もできる。時間にわたる積分信号は、信号測定値の増加を提供することができる。
【０１９４】
　いくつかの実施形態では、投影光学系１０１１４は、光強度を有する一つまたは複数の
光学素子のような結像光学系を含む。結像光学系１０１１４は、例えば、一つもしくは複
数のレンズ、一つもしくは複数のミラー又はそれらの組み合わせのようなものを含むこと
ができる。いくつか実施形態では、例えば、検出器配列１０１１６は、試料の共役平面（
例えば、像平面）に配置される（対応する対象面にあってもよい）。したがって、いくつ
かの実施形態では、試料４１２０（または、試料上の異なる位置から放射するＳＨＧ光に
よって形成された像）は、検出器配列１０１１６上に結像する。ＳＨＧ光は、試料をレー
ザ光で照射することによって生成され、入射レーザビームによって照射された試料上の一
領域または点領域にわたって延在することができる。
【０１９５】
　したがって、様々な実施形態では、試料４１２０上の異なる位置からのＳＨＧ信号は、
検出器配列１０１１６上の異なる位置にマッピングされる。したがって、試料４１２０上
の異なる位置に入射するレーザ光源１０１１０からの光によって異なる位置のＳＨＧ信号
を生成することができ、したがって、検出器配列１０１１６は、試料４１２０上の異なる
位置のＳＨＧ信号を測定し、試料上のＳＨＧ信号の分布の画像またはマップを生成するこ
とができる。
【０１９６】
　いくつかの実施態様では、試料のより広い領域にわたる画像化を提供するために、試料
をレーザ光源および投影光学系に対して平行移動する。同様に、レーザおよび投影光学系
（および検出器）を試料に対して平行移動させて、試料のより広い領域にわたる画像化を
提供することができる。さらに、時間積分を用いて、測定された信号レベルを増加させる
こともできる。
【０１９７】
　したがって、様々な実施形態では、レーザビームは静止したままであり、試料（例えば
、ウエハ）を並進させ、その間ＳＨＧ信号を画素化検出器に投影する。時間依存積分を、
測定する信号レベルを増加させるために、いくつかの実施において採用し得る。検出器か
らの異なる画素要素は、検出器配列上の対応する画素と対になったウエハ表面上の空間的
位置からの局所的なＳＨＧ信号を記録することができる。
【０１９８】
　広範囲の変形が可能であり、例えば、一つの光源１０１１０、一つの検出器配列１０１
１６、一組の集束光学系１０１１２、または一組の投影光学系１０１１４の代わりに、こ
れらの任意の構成要素の一つ以上がシステム８０００に含まれてもよい。さらに、本明細
書中に開示した構成要素、特徴、および／または方法あるいは技術のいずれも使用するこ
とができる。例えば、一つ以上の偏光ビームスプリッタを使用して、ｓ偏光成分およびｐ
偏光成分のような第１および第２の偏光状態の光を同時に収集することができる。例えば
、図２１および関連する説明を参照されたい。
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【０１９９】
　（変形例）
　本発明の実施形態について、特徴の選択に関する詳細とともに、以上に記載した。他の
詳細に関しては、これらについて、上記で参照した特許および刊行物に関連して理解し得
るだけでなく、一般に、当業者によって知られているか、または評価されている。本発明
の方法に基づく態様に関しても、一般的または論理的に使用する追加の動作について、同
じことが当てはまる可能性がある。製造および使用方法を含む、そのような方法に関して
、これらについて、論理的に可能なイベントの任意の順序、ならびに列挙したイベントの
任意の順序で実行できる。さらに、値の範囲を提供する場合、全ての介在値、つまり、そ
の範囲の上限および下限間、ならびに当該記載範囲の他の任意の記載または介在値は、本
発明に含まれることが理解されよう。また、記載する本発明の変形例の任意の選択可能な
特徴について、本明細書に記載した一つもしくは複数の任意の特徴と独立に、または組み
合わせて、明らかにし主張することを企図している。
【０２００】
　本明細書で使用するように、項目リスト「の少なくとも一つ」を指す句は、単一の項目
を含む、それらの項目の任意の組み合わせを指す。例として、「ａ、ｂ、またはｃの少な
くとも一つ」は、ａ、ｂ、ｃ、ａｂ、ａｃ、ｂｃ、およびａｂｃを含むことを意図する。
【０２０１】
　本発明の実施形態について、必要に応じて種々の特徴を組み込んだ、いくつかの実施例
を参照して説明したが、これらはそれぞれ、そのような変形例に関して意図するように記
載され、または示されたものに限定されない。記載したそのような発明の任意の実施形態
に変更を加えてよく、同等物（本明細書に記載されているか、または簡潔にするために含
まれていないかを問わず）を、本明細書の真の精神および範囲から逸脱することなく置き
換えることができる。この明細書で別々の実装の状況で記載した特定の特徴を、また、単
一の実装として組み合わせて実装することもできる。逆に、単一の実装の状況で記載した
様々な機能を、また、複数の実装で別々に、または任意の適切な部分的組み合わせで実装
することもできる。さらに、特徴について、特定の組み合わせで作用するものとして上記
に記載し、最初にそのように主張しても、主張した一つの組み合わせからの一つまたは複
数の特徴を、場合によっては当該組み合わせから切り出すことができ、当該主張した組み
合わせを、部分的組み合わせまたはその変形に向けることができる。
【０２０２】
　記載した様々な処理例について、汎用プロセッサ、デジタル信号プロセッサ（ＤＳＰ）
、特定用途集積回路（ＡＳＩＣ）、フィールドプログラマブルゲートアレイ（ＦＰＧＡ）
または他のプログラマブル論理装置、個別ゲートもしくはトランジスタロジック、個別ハ
ードウェア部品、または本明細書に記載の機能を実行するように設計されたそれらの任意
の組み合わせを用いて実現し、または実行してよい。汎用プロセッサは、マイクロプロセ
ッサであってよいが、代替として、前述のプロセッサは、任意の従来のプロセッサ、コン
トローラ、マイクロコントローラ、またはステートマシンであってよく、ユーザインタフ
ェースと通信し、ユーザによって入力されたコマンドを受信するユーザインタフェースポ
ート、プロセッサの制御下およびユーザインタフェースポートを介した通信で動作するプ
ログラムを含む電気的情報を格納する、少なくとも一つのメモリ（例えば、ハードドライ
ブまたは他の同等の記憶装置、およびランダムアクセスメモリ）、ＶＧＡ、ＤＶＩ、ＨＤ
ＭＩ（登録商標）、ＤｉｓｐｌａｙＰｏｒｔなどの任意の種類のビデオ出力形式を介して
出力を生成するビデオ出力を有するコンピュータシステムの一部であり得る。
【０２０３】
　プロセッサについて、また、計算装置の組み合わせ、例えば、ＤＳＰおよびマイクロプ
ロセッサの組み合わせ、複数のマイクロプロセッサ、ＤＳＰコアと連動する一つもしくは
複数のマイクロプロセッサ、または他の任意のこのような構成として実現してよい。また
、これらの装置を使用して、本明細書に記載した装置の値を選択してよい。
【０２０４】
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　本明細書に開示された実施形態に関連して説明された方法またはアルゴリズムの工程を
、直接ハードウェアで、プロセッサによって実行されるソフトウェアモジュールで、また
はこれらの組み合わせで、具体化し得る。ソフトウェアモジュールは、ランダムアクセス
メモリ（ＲＡＭ）、フラッシュメモリ、読み出し専用メモリ（ＲＯＭ）、電気的にプログ
ラム可能なＲＯＭ（ＥＰＲＯＭ）、電気的に消去可能なプログラマブルＲＯＭ（ＥＥＰＲ
ＯＭ）、レジスタ、ハードディスク、取り外し可能なディスク、ＣＤ－ＲＯＭ、または当
該技術分野で知られている任意の他の形態の記憶媒体に存在できる。記憶媒体の一例では
、プロセッサが記憶媒体から情報を読み取り、記憶媒体に情報を書き込むことができるよ
うに、プロセッサに結合する。代替として、記憶媒体を、プロセッサと一体してもよい。
プロセッサおよび記憶媒体は、ＡＳＩＣに存在してもよい。ＡＳＩＣは、ユーザ端末内に
存在できる。代替として、プロセッサおよび記憶媒体は、ユーザ端末内の別個の構成要素
として存在できる。
【０２０５】
　一つまたは複数の実施形態の例では、説明した機能を、ハードウェア、ソフトウェア、
ファームウェア、またはそれらの任意の組み合わせで実施し得る。ソフトウェアで実施す
る場合、機能は、コンピュータ可読媒体上に記憶され、送信され、または一つまたは複数
の命令、コード他の情報のような分析／計算データを結果として出力する。コンピュータ
可読媒体には、ある場所から別の場所へのコンピュータプログラムの転送を容易にする任
意の媒体を含む、コンピュータ記憶媒体および通信媒体の両方が含まれる。記憶媒体を、
コンピュータによってアクセス可能な任意の利用可能な媒体とできる。限定ではなく、例
として、そのようなコンピュータ可読媒体には、ＲＡＭ、ＲＯＭ、ＥＥＰＲＯＭ、ＣＤ－
ＲＯＭもしくは他の光ディスク記憶装置、磁気ディスク記憶装置もしくは他の磁気記憶装
置、または命令もしくはデータ構造の形態で所望のプログラムコードを搬送もしくは記憶
するために使用することができ、コンピュータによってアクセスすることができる任意の
他の媒体が含まれ得る。メモリ記憶装置は、また、回転磁気ハードディスクドライブ、光
ディスクドライブ、もしくはフラッシュメモリベースの記憶装置ドライブ、または他のそ
のような固体、磁気または光学記憶装置であってもよい。
【０２０６】
　また、任意の接続は、コンピュータ可読媒体と適切に呼ばれる。例えば、ソフトウェア
が、同軸ケーブル、光ファイバーケーブル、ツイストペア、デジタル加入者線（ＤＳＬ）
、または赤外線、無線、およびマイクロ波のような無線技術を使用して、ウェブサイト、
サーバー、または他のリモートソースから送信される場合、同軸ケーブル、光ファイバー
ケーブル、ツイストペア、ＤＳＬ、または赤外線、無線、およびマイクロ波のような無線
技術は、媒体の定義に含まれる。本明細書で使用されるディスク（Ｄｉｓｋ）およびディ
スク（Ｄｉｓｃ）は、コンパクトディスク（ＣＤ）、レーザディスク、光ディスク、デジ
タル多用途ディスク（ＤＶＤ）、フロッピーディスク、およびブルーレイディスクを含み
、ディスク（Ｄｉｓｋ）は通常、データを磁気的に再生し、ディスク（Ｄｉｓｃ）は、デ
ータをレーザで光学的に再生する。上記の組合せもまた、コンピュータ可読媒体の範囲内
に含まれるべきである。
【０２０７】
　本明細書で説明した動作は、ウェブサイト上またはウェブサイト経由で実行することが
できる。ウェブサイトは、サーバーコンピュータ上で動作し、もしくは、例えば、クライ
アントコンピュータにダウンロードすることによってローカルに動作し、またはサーバー
ファームを介して動作することができる。ウェブサイトは、携帯電話もしくはＰＤＡを経
由して、または任意の他のクライアント上でアクセスすることができる。ウェブサイトは
、ＭＨＴＭＬまたはＸＭＬのような任意の形式のＨＴＭＬコードを使用することができ、
さらに、カスケード式スタイルシート（ＣＳＳ）または他の形式のような任意の形式を介
して使用することができる。
【０２０８】
　また、本発明者らは、「手段」という語を使用する特許請求の範囲のみが、３５ＵＳＣ
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１１２、第６段落の下で解釈されるべきであることを意図している。さらに、明細書から
の制限は、特許請求の範囲に明示的に含まれない限り、いずれの特許請求の範囲にも、含
まれることを意図するものではない。本明細書に記載されたコンピュータは、汎用のいず
れのコンピュータ、またはワークステーションなどの特定の目的のコンピュータであって
もよい。プログラムは、Ｃ、もしくはＪＡＶＡ（登録商標）、ＢＲＥＷ、または任意の他
のプログラミング言語で書くことができる。プログラムは、記憶媒体、例えば、磁気もし
くは光学のもの、例えば、コンピュータハードドライブ、メモリスティックもしくはＳＤ
メディアなどの取り外し可能なディスクもしくは媒体、または他の取り外し可能な媒体上
に常駐する場合がある。プログラムはまた、ネットワーク上で実行されてもよく、例えば
、サーバーまたは他のマシンがローカルマシンに信号を送信することにより、ローカルマ
シンに本明細書に記載した動作の実行をさせてもよい。
【０２０９】
　また、本明細書に提供される任意の実施形態に関して記載された全ての特徴、要素、構
成要素、機能、動作および工程について、任意の他の実施形態からのものと自由に組み合
わせ可能であり、かつ置換可能であることを意図していることにも留意されたい。特定の
特徴、要素、構成要素、機能、または工程について、一実施形態に関してのみ記載してい
る場合、その特徴、要素、構成要素、機能、または工程を、特に明記しない限り、本明細
書に記載されたあらゆる他の実施形態と一緒に使用し得ることが理解されるべきである。
したがって、この段落は、特定の例において、以下の説明により、そのような組み合わせ
または置換が可能であることを明記していない場合であっても、いつでも、異なる実施形
態からの特徴、要素、構成要素、機能、および動作もしくは工程を組み合わせる、または
、ある実施形態からの機能、要素、構成要素、機能、および動作もしくは工程を他の実施
形態のものと置換する、請求項を導入するための先行的な基礎および書面による支持とし
て機能する。すべての可能な組合せおよび置換の列挙を表現することは、特に、各組み合
わせおよび置換の許容度について当業者によって容易に認識することができることを考慮
すると、過度の負担になることが明らかに認められるからである。
【０２１０】
　いくつかの例では、エンティティは、他のエンティティに結合されるものとして本明細
書で説明する。「相互嵌合」、「結合」または「接続」（あるいはこれらの形態のいずれ
か）という用語について、本明細書では交換可能に使用する場合があり、二つのエンティ
ティの直接結合（無視できない、いかなる、例えば、寄生するエンティティが介在しない
）および二つのエンティティの間接的な結合（無視できない、一つまたは複数の、寄生す
るエンティティが介在する）を包括することを理解されたい。エンティティが互いに直接
結合されるものとして示されている、または介在するエンティティを記載することなく互
いに結合されるように記載されている場合、これらのエンティティは、文脈がそうでない
ことを明確に指示しない限り、互いに間接的に結合され得ることを理解されたい。
【０２１１】
　単数の項目を参照することは、複数の同じ項目が存在する可能性を含む。より具体的に
は、本明細書および添付の特許請求の範囲において使用されるように、単数形「一つの（
ａ、ａｎ）」、「前記（ｓａｉｄ）」および「前述の（ｔｈｅ）」は、特に明記しない限
り、複数の指示対象を含む。換言すれば、その冠詞を使用することにより、以下の特許請
求の範囲と同様に、上記の説明において対象の「少なくとも一つ」が可能となる。
【０２１２】
　さらに、請求項について、任意の選択的な要素（例えば、本明細書の「通常」、「でき
る」、「可能である」、または「可能性がある」、「場合がある」、「してよい」などを
用いた記載により指定した要素）を除外して作成してもよいことに留意されたい。したが
って、この記述について、請求項の列挙に関連して「単独で」、「唯一」などのような排
他的な用語の使用、または他の「否定的な」請求項制限言語の使用をするための先行的な
基礎として機能するように意図している。このような排他的な用語を使用することなく、
特許請求の範囲における「含む」という用語は、所与の数の要素が請求項に列挙されてい
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るかどうか、または機能の追加が特許請求の範囲に記載された要素の性質を変換するもの
と見なされ得るかどうかに関係なく、任意の追加の要素が包含されることを許容する。さ
らに、特許請求の範囲における任意のそのような用語「含む」について、排他型言語「か
ら成る」に補正できることを企図している。また、本明細書で具体的に定義する場合を除
いて、本明細書で使用する全ての技術的および科学的用語は、請求項の妥当性を維持しな
がら、可能な限り当業者に広く一般に理解される意味として与えられるべきである。
【０２１３】
　実施形態について、様々な変更および代替形態が可能であるが、その具体例を、図面に
示し、本明細書で詳細に説明している。しかし、これらの実施形態は、開示した特定の形
態に限定されるものではなく、むしろ、本開示の精神に含まれる全ての変更、均等物およ
び代替物を網羅するものであることを理解されたい。さらに、本発明の実施形態の任意の
特徴、機能、動作、工程、または要素について、特許請求の範囲内に記載しても、特許請
求の範囲に追加してもよく、発明の範囲内にない特徴、機能、工程、または要素によって
請求項の本発明の範囲を規定する否定的制限（上述したように、または他のものであって
もよい）も同様である。したがって、本発明の変形例または発明の実施形態の幅は、提供
した実施例に限定されるものではなく、以下の請求項の範囲によってのみ限定される。し
たがって、本発明者らは以下の通り、請求する。
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